
 

 

 

【参考資料】平成２０年度 練馬区行政評価 事務事業評価 課別総括表 

（平成１９年度実績。教育委員会事務局分のみ。） 
 

 

 

〔学校教育部〕庶務課 ………………………  １ 

新しい学校づくり担当課 …  ９ 

学務課 ……………………… １０ 

施設課 ……………………… １７ 

保健給食課 ………………… ２１ 

教育指導課 ………………… ３０ 

総合教育センター ………… ４０ 

〔生涯学習部〕生涯学習課 ………………… ４７ 

スポーツ振興課 …………… ５９ 

光が丘図書館 ……………… ６４ 

 

 

 

※ この課別総括表は、練馬区ホームページでもご覧いただけます。 
 

（区トップページ ⇒ 区の情報･資料「行政評価･第三者評価」 ⇒ 「平成 20 年度 事務事業評価」 ⇒ 「事務事業評価の一覧」 ⇒ 各課） 



 

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 １７年度 １８年度 １９年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

部 75,500 179,000 380,000 53,000

％ 27.5 24.7 25.0 40.0

④１部当たりの印刷経費 総経費 円 149 133 148 －

区負担 円 149 133 148 －

千円 11,546 28,498 56,469 －

人 1.00 1.20 1.20 －

千円 8,000 9,600 9,600 －

千円 11,614 28,757 67,687 －

千円 19,546 38,098 66,069 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 1,500 －

千円 19,546 38,098 64,569 －

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

Ｂ Ｃ

①モニターアンケート・区民の
声などを参考に、区民がより必
要としている情報を掲載し、情
報の活用割合や満足度を高める
工夫をする。
②毎年、改訂版を発行すること
を継続し、最新の情報を反映さ
せる。

区
長
室
　
広
聴
広
報
課

Ａ Ｂ Ｂ ＡＢ Ａ

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

②

③わたしの便利帳活用率

①事　業　費

②職　員　数

単位

1
広報刊行物の編集
および発行事業
（便利帳） 区民が必要な手続

き･サービスについ
て、概要・問い合
わせ先を容易に調
べることができる
状態

指
標

511
参加と連携による
開かれた行政を進
める

①発行部数

経
費

「平成２０年度 事務事業評価 総括表（抜粋）」の見方

評　価
事務事業の
目指す状態

通し
番号

施策
番号

〔目　標〕
指   標   ・　経　費　・　財　源

内　　容

部課

２２年度

改革・改善案

【通し番号】
　事務事業の通し番号
　別途配布の組織別に整
理した「評価表」「総括表」
の事務事業番号とは一致
しない。
【施策番号・上位施策名】
　事務事業を実施する目
的となる新長期計画の施
策の番号・施策名

【事務事業の目指す状態】
　事務事業を実施することにより実現しようとしてい
る状態（得ようとしている成果）

【指標】
　事務事業の活動量、成果、コストを測るた
めに設定した指標
①②活動指標
③成果指標の達成率
④コスト指標
　　上段：総経費に対する単位当たりコスト
　　下段：国庫金等の特定財源を除いた区
負担額に対する単位当たりコスト

【目標】
　平成22年度における
各指標の目標値（数値
または文字）
　他の年度に目標を設
定している場合は、右欄
に目標年度を記載

【評価】
　成果
　　　事務事業が目指す状態（成果）の達成度合い等の評価
　　　　A：目標の成果が上がっている
　　　　B：目標の成果が上がっていない
　効率性
　　　主に経費面における効率性の評価
　　　　A：効率性が高い
　　　　B：効率性が低い
　必要性
　　　区が事務事業を行う必要性等についての評価
　　　　A：必要性が高い
　　　　B：必要性が低い
　総合評価
　　　上記評価区分以外の視点、要因等も含めた総合的な評価
　　　　A：良好に進んでいる
　　　　B：良好に進んでいない

【改革・改善案】
〔取組状況〕
　　平成19年度評価による改革・改善案の取組状況
　　Ａ：達成　　Ｂ：一部達成　　Ｃ：検討中
　　－：前年度改革・改善案が無いもの等
〔方向性・内容〕
　今回の評価結果を踏まえた事務事業の短期的な方向性および今後の改革・改善案の内容
　方向性区分（20・21年度）
　　A：拡充　　B：継続　　C：縮小　D：廃止　　Ｅ：休止　　Ｆ：完了
〔委託化・民営化〕
　　Ａ：実施　Ｂ：検討　Ｃ：不可

【経費】
　17～19年度の歳出決算額
　職員数には、正規職員のほか、再雇用・再任用職員を含む
　人件費は正規職員：１人年額800万円、
　再任用職員：400万円、その他職員：300万円として算出
　決算額の執行率を確認するため、予算額を記入
　総経費は事業費と人件費の合計
【財源】
　歳出経費に対する財源内訳
　使用料・手数料等の利用者負担金、国・都からの補助金等特定財源、区の実質負担額に分け
て記載



【教育委員会 学校教育部 庶務課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

回 33 36 40 維持

ー ー ー ー

回 4 5 5 5

④１回当たり経費（経費÷開催回数）※開
催回数には、意見交換会を含む。

総経費 千円 564 509 458 －

区負担 千円 564 509 458 －

千円 14,467 14,481 14,225 －

人 0.80 0.80 0.80 －

千円 6,400 6,400 6,400 －

千円 14,553 15,255 14,446 －

千円 20,867 20,881 20,625 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 20,867 20,881 20,625 －

部 248,000 248,000 248,000 維持

部 370 394 394 維持

件 587 158 691 490 533 600

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①教育委員会会議開催回数

Ａ Ａ Ｃ

①教育委員と児童生徒および保
護者との意見交換会を毎年5校
ずつ実施し、平成22年度目標
（累計）41校を目指す。

庶
務
係

Ａ Ａ Ａ Ａ

②

③教育委員と児童生徒および保護者との意
見交換会開催回数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

1
教育委員会の会議
運営事務 教育委員会会議の

開催により、教育
行政にかかわる基
本的事項が審議さ
れ、練馬区の教育
が発展向上する状
態

指
標

経
費

311
教育施策への区民
の参加を推進する

①教育だより年間発行部数

②教育要覧発行部数

③ホ ムペ ジのアクセス件数指

事務事業の
目指す状態

〔目　標〕
指   標   ・　経　費　・　財　源 単位 係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

件 － 587,158 691,490 533,600

④教育だより1部当たりの経費
(経費÷発行部数)

総経費 円 21 24 21 －

区負担 円 21 24 21 －

千円 2,828 3,590 2,871 －

人 0.30 0.30 0.30 －

千円 2,400 2,400 2,400 －

千円 2,828 2,929 2,937 －

千円 5,228 5,990 5,271 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 5,228 5,990 5,271 －

件 50 41 55 維持

ー ー ー ー

件 50 41 55 －

④１件当たりの経費
（経費÷件数）

総経費 千円 16 20 15 －

区負担 千円 16 20 15 －

千円 0 0 0 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 800 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＣＡ Ａ Ｃ

①教育だよりを引き続きホーム
ページに掲載する。
②分かり易いホームページを目
指し、掲載内容を随時見直して
いく。

庶
務
係

Ａ Ａ Ａ Ｂ

③ホームページのアクセス件数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

2
教育行政の広報・
広聴事業

教育行政に関する
情報が保護者をは
じめ多くの区民に
周知されている状
態

指
標

経
費

311
教育施策への区民
の参加を推進する

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①各課等からの立案依頼数

Ａ Ａ Ｃ
①所管課および文書法務課と連
携を取りながら事務を遂行して
いく。

庶
務
係

Ａ Ａ Ａ Ｂ

②

③立案例規数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

3 法規・庁規事務

法規の整備により
文書管理の円滑化
が図られ、教育行
政が適正に執行さ
れている状態

指
標

経
費

311
教育施策への区民
の参加を推進する

1



【教育委員会 学校教育部 庶務課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

事務事業の
目指す状態

〔目　標〕
指   標   ・　経　費　・　財　源 単位 係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

件 2 2 2 維持

ー ー ー ー

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

④１件当たりの経費
（経費÷件数）

総経費 千円 1,200 1,200 1,200 －

区負担 千円 1,200 1,200 1,200 －

千円 0 0 0 －

人 0.30 0.30 0.30 －

千円 2,400 2,400 2,400 －

千円 0 0 0 －

千円 2,400 2,400 2,400 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 2,400 2,400 2,400 －

日 10,669 11,430 10,725 12,358

人 25,442 29,443 27,576 46,342

％ 78.0 83.6 77.3 90.0

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①調査実施件数

Ａ Ｂ Ｃ
①引き続き、国、東京都からの
調査依頼に基づき、正確な調査
を実施する。

庶
務
係

Ａ Ｂ Ａ Ｂ

②

③調査回答率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

4 調査統計事務

行政施策の立案、
実施の過程におけ
る基礎調査資料と
して活用される状
態

指
標

経
費

311
教育施策への区民
の参加を推進する

①活動日数

②延べ活動人数

③活動率
ボ

指
標

％ 78.0 83.6 77.3 90.0

④活動日１日当たりの経費 総経費 円 1,147 1,226 1,244 －

区負担 円 1,147 1,226 1,244 －

千円 5,838 7,620 6,949 －

人 0.80 0.80 0.80 －

千円 6,400 6,400 6,400 －

千円 6,807 12,765 11,669 －

千円 12,238 14,020 13,349 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 12,238 14,020 13,349 －

件 11 23 33 維持

ー ー ー ー

件 11 23 33 －

④１件当たりの経費
(経費÷件数)

総経費 千円 73 35 24 －

区負担 千円 73 35 24 －

千円 0 0 0 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 800 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＣＢ Ａ Ｃ

①各ボランティアに事業の重要
性について理解を深めてもらう
ことにより、20年度までに、授
業日数に対し85%以上の日数の
活動を目指す。

庶
務
係

Ａ Ｂ Ｂ Ａ

③活動率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

5
学校安全安心ボラ
ンティア事業

小学校の授業時間
中に、学校安全安
心ボランティアが
常駐している状態

標

経
費

312
地域とともに歩む
学校づくりを推進
する

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①寄付手続件数

Ａ Ａ Ｃ

①寄付先の指定されていない物
品について、受領先の選定に調
整が必要な場合はグループウェ
アを活用する。

庶
務
係

Ａ Ａ Ａ Ｂ

②

③寄付受領件数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

6 寄付受領事務

寄付物品の受入れ
により環境が整備
され、教育が発展
向上する状態

指
標

経
費

323
教育環境を整備す
る

2



【教育委員会 学校教育部 庶務課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

事務事業の
目指す状態

〔目　標〕
指   標   ・　経　費　・　財　源 単位 係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

件 1 3 2 維持

ー ー ー ー

件 1 3 2 －

④１件当たりの経費
(経費÷件数)

総経費 千円 800 267 400 －

区負担 千円 800 267 400 －

千円 0 0 0 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 800 －

Kg 72,350 82,880 80,210 維持

ー ー ー ー

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①申請・届出件数

Ａ Ａ Ｃ
①東京都からの委任事務であ
り、今後も継続していく。

庶
務
係

Ａ Ａ Ａ Ｂ

②

③認可・届出受理件数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

7
私立専修各種学校
の指導監督事務

私立専修・各種学
校が、適切な指導
により健全に運営
されている状態

指
標

経
費

323
教育環境を整備す
る

①処理量

②

③収集率指 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0

④１ｋｇ当たりの経費
(経費÷処理量)

総経費 円 46 40 42 －

区負担 円 46 40 42 －

千円 940 940 943 －

人 0.30 0.30 0.30 －

千円 2,400 2,400 2,400 －

千円 990 991 984 －

千円 3,340 3,340 3,343 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 3,340 3,340 3,343 －

人 75 90 91 維持

ー ー ー ー

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

④１人当たりの経費
(経費÷受賞者数)

総経費 千円 11 9 9 －

区負担 千円 11 9 9 －

千円 40 53 40 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 56 56 56 －

千円 840 853 840 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 840 853 840 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＣＡ Ａ Ｃ
①引き続き、教育現場にふさわ
しい環境マネジメントシステム
の運用を継続する。

庶
務
係

Ａ Ａ Ａ Ｂ

③収集率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

8
学校の各種リサイ
クル事業

機密文書を的確に
処理するととも
に、学校落ち葉を
回収し、各学校で
のリサイクル意識
が高まった状態

標

経
費

323
教育環境を整備す
る

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①受賞者（団体）数

Ａ Ａ Ｃ

①引き続き、児童生徒の運動、
文化活動の発展のため、また、
教職員の資質向上のため実施す
る。

庶
務
係

Ａ Ａ Ａ Ｂ

②

③推薦者のうちの受賞者の割合

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

9 表彰事業

表彰により教職員
の資質向上と児童
生徒の運動・文化
活動が活性化され
ている状態

指
標

経
費

323
教育環境を整備す
る

3



【教育委員会 学校教育部 庶務課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

事務事業の
目指す状態

〔目　標〕
指   標   ・　経　費　・　財　源 単位 係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

校 103 103 103 維持

校 72 88 96 増加

校 72 88 96 増加

④１校当たりの経費
(経費÷全学校数）

総経費 千円 4,074 3,861 3,710 －

区負担 千円 4,074 3,861 3,710 －

千円 356,650 343,784 343,160 －

人 21.00 18.00 13.00 －

千円 63,000 54,000 39,000 －

千円 361,115 356,734 344,199 －

千円 419,650 397,784 382,160 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 419,650 397,784 382,160 －

回 93 93 93 66

ー ー ー ー

％ 96.8 100.0 100.0 100.0

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ

①施設管理制度校数

Ａ Ａ Ｃ
①再任用・再雇用職員体制から
委託化への切り替えを引き続き
進めていく。

庶
務
係

Ａ Ａ Ｂ Ｂ

②委託化校数

③委託化校数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

10
学校施設管理委託
契約事務

区の職員を配置し
ないで、学校施設
管理がなされてい
る状態

指
標

経
費

323
教育環境を整備す
る

①給与・報酬・賃金の支給回数

①東京都が導入を推奨している

②

③ミスなく支給できた率
指
標

％ 96.8 100.0 100.0 100.0

④明細１枚当たりの経費 総経費 円 673 679 771 －

区負担 円 673 679 771 －

千円 0 0 0 －

人 5.50 5.50 5.50 －

千円 43,000 43,000 43,000 －

千円 0 0 0 －

千円 43,000 43,000 43,000 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 43,000 43,000 43,000 －

校 110 110 110 106

ー ー ー ー

％ 98.6 100.0 100.0 100.0

④１校当たりの人件費 総経費 円 58,182 58,182 58,182 －

区負担 円 58,182 58,182 58,182 －

千円 71,102 66,533 66,290 －

人 0.80 0.80 0.80 －

千円 6,400 6,400 6,400 －

千円 81,044 76,820 68,630 －

千円 77,502 72,933 72,690 －

千円 0 0 0 －

千円 68,731 64,479 64,484 －

千円 8,771 8,454 8,206 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＢＡ Ｂ Ｃ

①東京都が導入を推奨している
給与事務の電算化については、
効率性の面で疑問が残るので、
周辺自治体での稼働状況を見極
めながら、引き続き検討を行
う。
②区費報酬・賃金の支給事務に
ついては、20年度に電算システ
ムの改修を予定しており、効率
性が上がることが期待される。

給
与
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

③ミスなく支給できた率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

11
学校教職員等の給
与等支給事務

給与等が適正に支
給されている状態

標

経
費

323
教育環境を整備す
る

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｂ

①旅費の支給対象学校数

Ａ Ｂ Ｃ

①都費職員の旅費を効率的に支
給するためには、学校事務職員
の協力が不可欠である。学校事
務職員向けに、さらに詳細な手
引きを作成し、また、非常勤の
事務職員に対しては、研修を実
施する等、より理解が深まる体
制を作っていく。

給
与
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

②

③ミスなく支給できた率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

12
学校教職員等の旅
費事務

旅費が効率的かつ
円滑に支給されて
いる状態

指
標

経
費

323
教育環境を整備す
る

4



【教育委員会 学校教育部 庶務課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

事務事業の
目指す状態

〔目　標〕
指   標   ・　経　費　・　財　源 単位 係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

人 3,911 3,825 3,754 維持

ー ー ー ー

－ － － －

④対象教職員一人当たりにかかる経費（よ
り具体的な数値で比較できるように、平成
18年度より指標を改めた）

総経費 円 4,091 12,550 10,714 －

区負担 円 4,091 10,831 9,741 －

千円 64,189 31,113 24,223 －

人 2.00 2.00 2.00 －

千円 16,000 16,000 16,000 －

千円 71,403 38,278 28,708 －

千円 80,189 47,113 40,223 －

千円 6,964 6,454 3,654 －

千円 0 0 0 －

千円 73,225 40,659 36,569 －

人 936 890 810 減少

110 110 110 109

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｂ

①対象教職員数

Ａ Ａ Ｃ

①現在、新規入居を停止してい
る教職員寮について、廃止に向
けた手続きを進める。
②臨時職員の被服について、品
目・仕様を精査し縮減できる部
分があるかを検討する。

給
与
係

Ａ Ａ Ｂ Ｂ

②

③

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

13
学校教職員等の福
利厚生事務

福利厚生事務が的
確に行われている
状態

指
標

経
費

323
教育環境を整備す
る

①区費職員数

②施設数
指

％ 11.5 4.9 9.0 －

④職員１人当たりのコスト 総経費 千円 32 34 37 －

区負担 千円 32 34 37 －

千円 317 249 282 －

人 3.70 3.70 3.70 －

千円 29,600 29,600 29,600 －

千円 318 314 289 －

千円 29,917 29,849 29,882 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 29,917 29,849 29,882 －

人 9,214 9,334 9,019 維持

人 11,693 11,788 11,588 維持

％ 78.8 79.2 77.8 90.0

④受診者1人当たりのコスト 総経費 千円 9 9 9 －

区負担 千円 9 9 9 －

千円 81,971 81,425 80,140 －

人 0.50 0.50 0.50 －

千円 4,000 4,000 4,000 －

千円 94,963 83,632 85,863 －

千円 85,971 85,425 84,140 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 85,971 85,425 84,140 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＣＡ Ａ Ｃ

①全ての区立幼稚園・小・中学
校および両学校給食総合調理場
の職場の活性化を促進すべく、
引き続き適正な職員配置を進め
る。
②オフコン（専用端末）を活用
し、より効率的な作業ができる
よう工夫する。

職
員
係

Ａ Ａ Ａ Ｂ

③削減率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

14
学校一般職員の人
事管理・定数管理
事務

効率的な執行体制
が築かれている状
態

指
標

経
費

323
教育環境を整備す
る

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①延べ受診者数

Ａ Ａ Ｃ

①スムーズな受診が可能となる
よう工夫する。
②引き続き、健康診断の重要性
について周知する。

職
員
係

Ａ Ａ Ｂ Ｂ

②延べ対象者数

③受診率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

15
学校関係職員の健
康診断事務

受診率を向上さ
せ、病気の早期発
見・早期治療を促
す状態

指
標

経
費

323
教育環境を整備す
る

5



【教育委員会 学校教育部 庶務課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

事務事業の
目指す状態

〔目　標〕
指   標   ・　経　費　・　財　源 単位 係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

人 936 890 810 減少

ー ー ー ー

件 17 23 20 －

④職員1人当たりのコスト 総経費 千円 12 12 13 －

区負担 千円 12 12 13 －

千円 1,487 1,403 1,325 －

人 1.20 1.20 1.20 －

千円 9,600 9,600 9,600 －

千円 1,938 1,857 1,638 －

千円 11,087 11,003 10,925 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 11,087 11,003 10,925 －

人 323 398 160 減少

人 269 328 131 維持

％ 83.2 82.4 81.8 95.0

④ 講者 経費

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①区費職員数

Ｂ Ｂ Ｃ
①職場の安全衛生について、事
故事例やその改善事例等の周知
を行う。

職
員
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

②

③公務災害発生件数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

16
学校一般職員の労
働安全衛生、公務
災害等事務

安全衛生の意識が
向上し、公務災害
等が発生しない職
場環境である状態

指
標

経
費

323
教育環境を整備す
る

①研修対象人数

②受講者数

③受講率

17
学校一般職員の実

指
標

④受講者１人当たりの経費 総経費 千円 5 4 12 －

区負担 千円 5 4 12 －

千円 14 6 21 －

人 0.20 0.20 0.20 －

千円 1,600 1,600 1,600 －

千円 50 50 50 －

千円 1,614 1,606 1,621 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 1,614 1,606 1,621 －

箇所 152 152 152 維持

箇所 107 134 139 増加

％ 70.4 88.1 91.4 増加

④誘導場所１箇所当たりの経費 総経費 千円 2,727 2,228 1,032 －

区負担 千円 2,727 2,228 1,032 －

千円 142,437 137,594 148,597 －

人 44.00 32.00 15.00 －

千円 272,000 201,000 8,200 －

千円 170,327 173,428 172,831 －

千円 414,437 338,594 156,797 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 414,437 338,594 156,797 －

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＣＢ Ａ Ｃ
①職員のニーズも考慮しつつ、
必要度の高い研修テーマを設定
し、実施する。

職
員
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

323
教育環境を整備す
る

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

①誘導場所数

Ａ Ａ

17
学校 般職員の実
務研修事務

技能系職員の資質
の向上が図られ、
仕事が効率よく進
められている状態

経
費

①学校にとってより運営のしや
すい体制を確保しながら、さら
に委託の拡大をしていく。

職
員
係

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

③委託誘導率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ｃ

⑤総　経　費（①＋③）

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

18
学童擁護制度の見
直し事業

学校長が児童のた
めに誘導が必要な
時期および場所
に、弾力的に誘導
員を手配できる状
態

指
標

経
費

323
教育環境を整備す
る

財
源

②委託誘導箇所数

6



【教育委員会 学校教育部 庶務課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

事務事業の
目指す状態

〔目　標〕
指   標   ・　経　費　・　財　源 単位 係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

件 800 800 800 維持

件 2,000 2,000 2,000 維持

件 800 800 800 維持

④１件当たりの経費
(経費÷件数)

総経費 千円 11 11 11 －

区負担 千円 11 11 11 －

千円 619 693 628 －

人 1.00 1.00 1.00 －

千円 8,000 8,000 8,000 －

千円 1,400 1,413 1,413 －

千円 8,619 8,693 8,628 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 8,619 8,693 8,628 －

311
教育施策への区民
の参加を推進する

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①引き続き、教育長が効率よく
公務をこなしていく上で、日程
調整等の面で補佐を行う。
②引き続き、公費による支出先
等を常に精査しながら事務を遂
行していく。

渉
外
調
整
主
査

②電話や来訪による接客件数

③日程調整件数

①事　業　費

②職　員　数
Ａ Ａ Ｂ

19

ＣＡ Ａ Ａ

渉外調整事務

教育委員会と関係
団体等との日程調
整等により教育行
政が円滑に推進さ
れる状態

指
標

①日程調整依頼件数

経
費

指

①

②

③

④ 総経費 ―
区負担 ―

千円 6,188 6,489 7,091 維持

人 0.10 0.10 0.10 維持

千円 800 800 800 維持

千円 6,384 6,489 6,489 維持

千円 6,988 7,289 7,891 維持

千円 0 0 0 ―
千円 0 0 0 ―
千円 6,988 7,289 7,891 維持⑧区　負　担

④予　算　額（人件費除く）

財
源

⑥利　用　者　負　担

経
費

①事　業　費

－ －－ －－

指
標

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

③

②職　員　数
庶
務
係

－ － －

③人　件　費

⑤総　経　費（①＋③）

外国人学校児童生
徒保護者負担軽減
事業

教育環境を整備す
る

323

20

7



成果 効率性 必要性 総合評価 取組状況 方向性 委託化 民営化

平成２０年度　事務事業評価　課別総括表 【教育委員会 学校教育部 庶務課】

－

－

－

19

0

改革・改善案

9 16

Ｆ － － － － － 0 －

Ｅ － － － － － 0 －

－

－ 0 0 14

Ｄ － － － －

分類

Ａ 16 15

評　価

0－

219 13 10 3

36 0

Ｃ 0 0 －

Ｂ 3 4 0

8



【教育委員会　学校教育部　新しい学校づくり担当課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

－

④ 総経費 －

区負担 －

千円 40 22 1,844 －

人 2.00 2.00 2.00 －

千円 16,000 16,000 16,000 －

千円 615 1,100 1,681 －

千円 16,040 16,022 17,844 －

千円 －

千円 －

千円 16,040 16,022 17,844 －

－

④

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

2
区立学校・区立幼

指
標

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

①

②

③
新

1
区立学校・区立幼
稚園の適正配置

指
標

経
費

区立学校・区立幼
稚園の適正配置計
画策定事業

323

－ － －

①

－ －

②

③

①事　業　費

新
し
い
学
校
づ
く
り
主
査

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

－ － －

④ 総経費 －

区負担 －

千円 0 0 69 －

人 0.10 1.00 －

千円 800 8,000 －

千円 0 0 －

千円 0 800 8,069 －

千円 －

千円 －

千円 0 800 8,069 －

2
区立学校 区立幼
稚園の適正配置

経
費

小中一貫校等調査
検討事務

323

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

－ － －－ －

①事　業　費

新
し
い
学
校
づ
く
り
主
査

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

－ － －

9 



【教育委員会 学校教育部 学務課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

件 14,241 15,220 15,946 漸増

件 1,212 1,164 1,139 漸減

％ 8.5 7.6 7.1 4.0

④申請数1件当たりの人件費 総経費 円 786 736 702 －

区負担 円 786 736 702 －

千円 495,984 1,036,633 1,019,499 －

人 1.40 1.40 1.40 －

千円 11,200 11,200 11,200 －

千円 502,452 1,047,833 1,069,611 －

千円 507,184 1,047,833 1,030,699 －

千円 0 0 0 －

千円 3,871 3,414 4,066 －

千円 503,313 1,044,419 1,026,633 －

校 103 103 103 103

校 103 103 103 103

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｂ Ｃ

①児童生徒の保護者へ就学援助
制度と申告等の手続きの推奨に
かかる周知（方法・内容・回
数）について、事務検討会など
の場で、検討していく。

管
理
係

Ａ Ｂ Ｃ ＢＢ Ａ

②保留数（当初）

③申請したが、世帯の所得等の不備により
保留になってしまった保護者の割合

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

1 就学援助事務

申請者が本制度を
理解して申請し、
教育委員会がその
認定作業を適正か
つ迅速に行い、安
心して学校生活を
営むことができる
よう、義務教育の
機会均等を図って
いる（保留件数が
少ない）状態

指
標

経
費

教育環境を整備す
る

323

②校具の老朽更新を希望した学校

③校具を整備した学校の割合

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

①校具を整備した学校

①申請数（当初）

指
標

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

④１校当たりの整備費 総経費 千円 809 872 642 －

区負担 千円 809 872 642 －

千円 80,083 86,548 62,921 －

人 0.40 0.40 0.40 －

千円 3,200 3,200 3,200 －

千円 90,840 94,056 66,072 －

千円 83,283 89,748 66,121 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 83,283 89,748 66,121 －

校 103 103 103 103

校 103 103 103 103

％ 100.0 100.0 99.5 100.0

④１校当たりの整備費 総経費 千円 2,855 2,775 2,697 －

区負担 千円 2,855 2,775 2,697 －

千円 290,875 282,710 274,617 －

人 0.40 0.40 0.40 －

千円 3,200 3,200 3,200 －

千円 275,924 276,072 276,050 －

千円 294,075 285,910 277,817 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 294,075 285,910 277,817 －

323
教育環境を整備す
る

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

①各学校の教育目標、教育計画
に基づき策定されている年間執
行計画に沿って、適正な執行を
していくよう注意を喚起してい
く。

管
理
係

②教材教具費を執行した学校数

③教材教具費として学校に配当した予算の執行率

①事　業　費

②職　員　数 Ａ Ｂ Ｃ ＣＢ Ａ Ａ Ａ

各学校において教
材教具が一定の水
準で整備されてい
る状態

指
標

①教材教具費を学校に配当した学校数

経
費

3
教材教具の整備事
業

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ Ｃ
①｢校具整備委員会」におい
て、校具整備対象品目の規格や
仕様について見直しを行う。

③校具を整備した学校の割合

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

管
理
係

Ａ Ａ Ｂ ＢＡ Ａ

⑤総　経　費（①＋③）

2 校具整備事業
定期的に校具の更
新を行うことによ
り、各学校におい
て校具が一定の水
準で整備されてい
る状態

標

経
費

教育環境を整備す
る

323
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【教育委員会 学校教育部 学務課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

人 1,012 1,012 1,012 940

人 710 708 620 増加

％ 70.2 70 61.3 80.0

④新入園児１人当たりの経費 総経費 千円 11 12 13 －

区負担 千円 10 9 10 －

千円 502 550 449 －

人 0.40 0.40 0.40 －

千円 3,200 3,200 3,200 －

千円 502 550 550 －

千円 3,702 3,750 3,649 －

千円 352 978 837 －

千円 0 0 0 －

千円 3,350 2,772 2,812 －

園 42 42 42 42

園 35 36 36 増加

％ 83 3 85 7 85 7 増加

①適切な指導・助言が行われた園数

②①の内、１学級３５人編制の基準に適合
した幼稚園数
③指導により35人学級編制の基準に適合し法令 基準等の遵

指
標

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①区立幼稚園定員数

Ｂ Ｂ Ｃ

①引き続き全園において障害児
の受入を行う。
②障害児の就園需要に対し、障
害の程度による受入の可否につ
いては専門家を交えて慎重に検
討し、可能な限り応じていく。

学
事
係

Ａ Ｂ Ａ Ｂ

②区立幼稚園在園児数（各年5月1日現在）

③区立幼稚園就園率（各年5月1日現在）

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

4
区立幼稚園就園事
務

定員に対する就園
率80％を達成して
いる状態

指
標

経
費

321
幼稚園教育を充実
する

％ 83.3 85.7 85.7 増加

④35人学級を達成した園１園当たりの経費 総経費 千円 600 600 600 －

区負担 千円 600 600 600 －

千円 0 0 0 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 800 －

人 46,801 47,287 47,941 維持

ー ー ー ー

人 10,267 10,483 11,908 維持

④学齢簿登載者1名当たり経費 総経費 千円 1 1 1 －

区負担 千円 1 1 1 －

千円 2,498 2,520 2,934 －

人 1.00 1.00 1.30 －

千円 8,000 8,000 10,400 －

千円 3,009 2,520 2,934 －

千円 10,498 10,520 13,334 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 10,498 10,520 13,334 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①学齢簿に登載・管理している人数（在学生）

Ａ Ａ Ｃ
①学齢簿の編製、入学通知の発
送等の就学事務を適正かつ効率
的に行う。

学
事
係

Ａ Ａ Ａ Ｂ

②

③学齢簿の編製人数（新入学生）

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

6 就学事務

学齢児童・生徒の
保護者が就学義務
を確実に履行して
いる状態

指
標

経
費

323
教育環境を整備す
る

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＣＢ Ｂ Ｃ

①比較的軽易な改善で、基準に
適合する園を優先して指導し、
園地、園舎の早期改善が困難な
園に対しては、中長期的な計画
を策定するよう指導する。な
お、20年度については、1園の
改善を目指す。

学
事
係

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ

③指導 より 人学級編制 基準 適合
た幼稚園の割合

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

5
私立幼稚園の指導
監督事務

法令･基準等の遵
守については、厳
格に指導監督がで
きている状態。
教育内容について
は、私学の教育方
針を尊重しなが
ら、適切な指導・
助言が行えている
状態

標

経
費

321
幼稚園教育を充実
する
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【教育委員会 学校教育部 学務課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

校 69 69 69 65

校 34 34 34 34

学級 1431 1434 1433 －

④編制にかかる1学級当たりの経費 総経費 千円 6 6 6 －

区負担 千円 6 6 6 －

千円 0 0 0 －

人 1.00 1.00 1.00 －

千円 8,000 8,000 8,000 －

千円 0 0 0 －

千円 8,000 8,000 8,000 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 8,000 8,000 8,000 －

件 1,166 1,082 1,161 維持

件 1,128 1,036 1,261 維持

件 2 294 2 118 2 422 維持

①指定校変更の承認（小学校）

②通学区域制度の弾力的対応（中学校）

③小学校、中学校の通学区域の弾力的運用
指
標

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①学級編制事務小学校数

Ａ Ａ Ｃ
学
事
係

Ａ Ａ Ｃ Ｂ

②学級編制事務中学校数

③適切な学級編制（40人学級）が行なえて
いる小中学校学級数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

7 学級編制事務

関係法令に基づ
き、適切な学級編
制（40人学級）が
行なえている状態

指
標

経
費

323
教育環境を整備す
る

件 2,294 2,118 2,422 維持

④承認１件当たりにかかる経費 総経費 千円 4 4 4 －

区負担 千円 4 4 4 －

千円 0 0 0 －

人 1.00 1.00 1.00 －

千円 8,000 8,000 8,000 －

千円 0 0 0 －

千円 8,000 8,000 8,000 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 8,000 8,000 8,000 －

校 103 103 103 99

園 5 5 5 5

校 108 108 108 104

④調査にかかる１校当たりの経費 総経費 千円 15 15 15 －

区負担 千円 15 15 15 －

千円 19 19 19 －

人 0.20 0.20 0.20 －

千円 1,600 1,600 1,600 －

千円 19 19 19 －

千円 1,619 1,619 1,619 －

千円 0 0 0 －

千円 19 19 19 －

千円 1,600 1,600 1,600 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①学校基本調査等小中学校

Ａ Ｂ Ｃ

①法令等に基づき、適切かつ正
確な調査を行う。調査結果の提
出については、国や都からの指
定方法により行う。今後、より
効率的な手段により調査を行う
ことになると更なる向上が図ら
れる。調査手段が変更された場
合には、各校に的確な周知を行
う。

学
事
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

②学校基本調査等幼稚園数

③正確な調査票が作成できている幼小中学校数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

9
学校基本調査・公
立学校統計調査事
務 児童・生徒・園児

数等の正確な把握
と学校基本調査・
公立学校統計調査
の数値の整合性が
確保された状態

指
標

経
費

323
教育環境を整備す
る

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＣＡ Ｂ Ｃ
①過去の事例を集計し、効率的
な対応を行う。

学
事
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

③小学校、中学校の通学区域の弾力的運用

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

8 通学区域事務
適正な学校規模を
確保しながら、保
護者・児童・生徒
の通学区域以外の
学校への転・入学
希望に弾力的に対
応できている状態

標

経
費

323
教育環境を整備す
る

12



【教育委員会 学校教育部 学務課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

件 238 239 243 239

件 190 205 175 205

件 179 194 191 239.0

④１件当たりの経費 総経費 円 71,822 98,315 99,433 －

区負担 円 71,822 92,113 99,433 －

千円 25,140 35,298 35,963 －

人 0.70 0.70 0.70 －

千円 5,600 5,600 5,600 －

千円 25,140 35,298 35,963 －

千円 30,740 40,898 41,563 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 30,740 40,898 41,563 －

校(級） 30 31 32 38

ー ー ー ー

校(級） 30 31 32 38

④特別支援学級設置校数１校当たりに

①特別支援学級設置校数

②

③学級編制を行う設置校数

特別支援学級編制

指
標

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①就学相談の件数

Ｂ Ａ Ｃ

①特別支援教育推進のための就
学相談システムとして、就学前
施設（保育園等）から小学校就
学への円滑な接続や関係機関と
のより一層の連携を図ってい
く。②係内の情報共有を図り、
適切な区民対応を行う。

就
学
相
談
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

②転学相談および入級相談の件数

③就学相談における判定どおりの就学件数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

10
心身障害児童・生
徒の就学および転
学相談事業

保護者、学校、教
育委員会が共通認
識を持ちつつ、子
どもの将来を見据
え、障害を持つ児
童・生徒が個々の
状況および能力に
応じた就学先また
は転学先が適正に
決定されている状
態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

④特別支援学級設置校数１校当たりに
かかる経費

総経費 千円 2,159 2,398 2,076 －

区負担 千円 2,159 2,398 2,076 －

千円 52,365 58,361 64,863 －

人 0.20 0.20 0.20 －

千円 1,600 1,600 1,600 －

千円 52,365 61,435 81,108 －

千円 53,965 59,961 66,463 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 53,965 59,961 66,463 －

人 500 531 533 501

人 259 270 282 282

％ 95.4 93.3 98.8 100.0

④児童・生徒１人当たりの経費 総経費 千円 26 27 23 －

区負担 千円 26 27 23 －

千円 19,286 18,797 18,438 －

人 0.30 0.30 0.30 －

千円 2,400 2,400 2,400 －

千円 19,286 19,899 21,897 －

千円 21,686 21,197 20,838 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 21,686 21,197 20,838 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①宿泊学習　参加予定児童数

Ｂ Ｂ Ｃ

①引き続き、教育委員会と各学
校において宿泊学習の見直しを
実施し、また、知的障害学級の
宿泊の教育的効果を見据えた実
施方法について検討する。

就
学
相
談
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

②宿泊学習　参加予定生徒数

③特別支援学級に在籍する児童・生徒の宿
泊学習参加率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

12
特別支援学級宿泊
学習事業

特別支援学級の宿
泊学習に全在籍児
童･生徒が参加
し、効果的に行わ
れている状態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＣＡ Ａ Ｃ

①就学・転学相談事務との調整
を図りながら、迅速かつ適切に
学級編制を行っていく。②係内
の情報共有を図り、適切な区民
対応を行う。

就
学
相
談
係

Ａ Ａ Ａ Ｂ
①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

11
特別支援学級編制
事務

特別支援学級が、
地域ニーズに応じ
てバランス良く設
置され、希望する
学級へ全員就学で
きている状態

標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

13



【教育委員会 学校教育部 学務課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

件 － － 1,015 増加

件 － － 270 増加

校 － － 62 108

④学校巡回相談員活動１件当たりにかかる経費 総経費 円 － － 46,632 －

区負担 円 － － 42,638 －

千円 － － 43,331 －

人 － － 0.70 －

千円 － － 5,600 －

千円 － － 44,668 －

千円 － － 48,931 －

千円 － － 4,054 －

千円 － － 0 －

千円 － － 44,877 －

時間 2,708 2,715 3,535 増加

人 65 73 82 増加

人 362 439 468 増加

④移動等介助員 プ ル介助員配置申

①移動等介助員・プール介助員勤務実績延べ時間数

②移動等介助員・プール介助員配置申請承認者数

③移動等介助員・プール介助員勤務実績延べ人数区立小・中学校の
通常学級に在籍す

指
標

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①学校巡回相談員活動件数

Ａ Ａ Ｃ

①今後、区立幼稚園に対しても
学校巡回相談員が巡回を行い、
障害のある幼児への支援に努め
る。
②都立特別支援学校、通級指導
学級、医療・福祉等の関係機関
と連携を進め、学校への支援を
充実する。
③学校巡回相談員の活用につい
ては、各学校間での認識に差が
見られるため、区教育委員会か
らより一層理解啓発を行う。

特
別
支
援
教
育
主
査

Ａ Ａ Ａ Ａ

②巡回相談依頼件数

③巡回相談依頼校数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

13 学校巡回相談事業
区立小中学校全
103校に対し、学
校巡回相談員が関
わりを持ち、配慮
を要する児童・生
徒に関する対応に
ついて、迅速かつ
適切な指導・助言
が行われている状
態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

④移動等介助員・プール介助員配置申
請１人当たりの経費

総経費 円 13,732 11,303 12,199 －

区負担 円 13,732 11,303 12,199 －

千円 2,571 2,562 3,309 －

人 0.30 0.30 0.30 －

千円 2,400 2,400 2,400 －

千円 19,454 3,675 6,142 －

千円 4,971 4,962 5,709 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 4,971 4,962 5,709 －

人 418 472 550 増加

学級 59 65 73 増加

校 21 22 23 29

④特別支援学級を増設した学校１校当
たりにかかる経費

総経費 千円 23,940 28,714 23,976 －

区負担 千円 23,940 28,714 23,976 －

千円 25,514 19,976 55,909 －

人 0.40 0.50 0.60 －

千円 3,200 4,000 4,800 －

千円 21,730 16,734 101,763 －

千円 28,714 23,976 60,709 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 28,714 23,976 60,709 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①特別支援学級在籍児童・生徒数

Ａ Ａ Ｃ

①区立小中学校の余裕教室が不
足している中、地域のバラン
ス、今後の児童・生徒数の見込
み等さまざまな要素により、特
別支援学級の設置を計画してい
るが、今後は学校の状況を踏ま
え、増築等も視野に入れた対応
を検討する。

特
別
支
援
教
育
主
査

Ａ Ａ Ａ Ｂ

②特別支援学級数

③特別支援学級設置校数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

15
特別支援学級設置
事業

地域、障害の種別
などを考慮し、区
内にバランスよく
特別支援学級が設
置されている状態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＢＡ Ａ Ｃ

①国で示されている特別支援教
育支援員制度の観点から、学級
経営補助員、指導補佐も含め役
割の整理を進める。

特
別
支
援
教
育
主
査

Ａ Ａ Ａ Ａ
①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

14 移動等介助員事業
通常学級に在籍す
る障害のある児
童・生徒の教室間
移動や安全確保の
ために、必要に応
じて介助員が配置
され、児童・生徒
一人一人の教育的
ニーズに応じた対
応ができている状
態

標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

14



【教育委員会 学校教育部 学務課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

校 － － 55 増加

人 － － 82 増加

％ － － 34.2 増加

④副籍制度による交流希望者１人当た
りにかかる経費

総経費 円 － － 43,037 －

区負担 円 － － 43,037 －

千円 － － 329 －

人 － － 0.40 －

千円 － － 3,200 －

千円 － － 329 －

千円 － － 3,529 －

千円 － － 0 －

千円 － － 0 －

千円 － － 3,529 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①副籍制度による地域指定校数

Ａ Ａ Ｃ

①受け入れ側の学校（地域指定
校）によって、副籍制度の理解
について温度差が見られる。今
後も副籍制度の充実に向け、各
校の交流活動の事例報告等を行
い理解啓発を図る。

特
別
支
援
教
育
主
査

Ａ Ａ Ａ Ａ

②副籍制度による交流実施者数

③都立特別支援学校に在籍している児童・生徒の
うち、副籍制度による交流を実施した者の割合

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

16
副籍制度による交
流事業

①区在住の特別支
援学校に通ってい
る子供たちが、居
住する地域の学校
と直接的・間接的
な交流活動を行
い、地域との維
持・継続が図られ
ている状態
②地域指定校の子
供たちが、障害に
対する正しい理解
を持ち、認識が深
まっている状態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

15



成果 効率性 必要性 総合評価 取組状況 方向性 委託化 民営化

0

Ｃ 0 0 －

Ｂ 6 5 0

3

016 9 8 3

7 2

分類

Ａ 10 11

評　価

－ 0 14

－ － 0 －Ｄ － － －

－ － 0 －Ｅ － － －

－ － 0 －Ｆ － － －

平成２０年度　事務事業評価　課別総括表 【教育委員会 学校教育部 学務課】

－

－

－

16

0

改革・改善案

5 13

16



【教育委員会 学校教育部 施設課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

件 38 44 42 維持

件 1 1 1 維持

件 0 0 0 維持

④校舎１㎡当たりの維持管理経費 総経費 円 306 300 346 －

区負担 円 306 300 346 －

千円 144,033 153,750 177,999 －

人 0.80 0.80 0.80 －

千円 6,400 6,400 6,400 －

千円 159,788 165,393 177,999 －

千円 150,433 160,150 184,399 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 150,433 160,150 184,399 －

千円 228,190 213,336 280,367 増加

校 10 16 38 45

時間 77 83 83 －

〔目　標〕

①学校樹木等みどりに関する管理費用

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

指
標

②校庭の芝生化など緑化事業設置件数

③樹木など学校のみどりを活用した授業時間

323

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

1
学校施設設備の清
掃および保守点検
事務

学校施設設備を適
切に維持管理する
ことにより、児童
生徒等の安全を確
保するとともに、
建物の寿命を延ば
し、良好な教育環
境が確保されてい
る状態

指
標

経
費

教育環境を整備す
る

Ｂ Ａ Ｃ

①委託業者による清掃および保守点検の実
施項目件数

Ａ Ａ

②学校に対する啓蒙活動件数

③安全衛生管理上の事故件数

①事　業　費 ①今後も適時、適確な維持管理
の方法を検討していく。

管
理
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ａ Ａ

時間 77 83 83

④校地１㎡当たりの維持管理経費 総経費 円 172 400 539 －

区負担 円 172 400 438 －

千円 228,190 213,336 280,367 －

人 0.80 0.80 0.80 －

千円 6,400 6,400 6,400 －

千円 243,781 274,284 280,367 －

千円 234,590 219,736 286,767 －

千円 0 0 0 －

千円 59,986 0 53,598 －

千円 174,604 219,736 233,169 －

件 464 467 467 維持

千円 3,429 3,433 3,528 維持

件 0 0 0 維持

④使用許可１件当たりの経費 総経費 千円 7 7 6 －

区負担 千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

人 0.40 0.40 0.40 －

千円 3,200 3,200 3,200 －

千円 0 0 0 －

千円 3,200 3,200 3,200 －

千円 3,429 3,433 3,528 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

⑤総　経　費（①＋③）

2 学校の緑化事業 小中学校の樹木等
が適切に管理さ
れ、みどり豊かな
教育環境として、
児童生徒をはじめ
保護者や近隣住民
から親しまれてい
る状態

標

経
費

③樹木など学校のみどりを活用した授業時間

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ｂ Ｂ ＣＡ Ａ

①「みどり30推進計画」に基づ
き、計画的に学校の緑化を進め
ていくが、その中で校庭芝生、
屋上緑化の日常の維持管理は、
段階的に学校が主体に行うよう
仕掛けをする。

管
理
係

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ａ Ｂ

323

3
学校用地の管理事
務

学校用地が、法令
や条例等に基づい
て、常に適正に管
理・運営されてい
る状態

指
標

教育環境を整備す
る

Ｃ

①行政財産の使用許可件数

経
費

Ａ Ａ Ａ

⑧区　負　担

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

Ａ
①今後も学校用地の適正な管理
を必要とする。

管
理
係

②使用料収入金額

③用地管理上の事故件数

①事　業　費

②職　員　数 Ａ Ｂ Ｃ

23
教育環境を整備す
る

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

17



【教育委員会 学校教育部 施設課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

件 2,009 2,196 2,004 維持

千円 2,487,544 2,545,095 2,470,551 維持

件 0 0 0 0

④校舎１㎡当たり学校営繕費 総経費 円 4,789 4,900 4,760 －

区負担 円 4,413 4,505 3,927 －

千円 2,487,544 2,545,095 2,470,551 －

人 8.00 8.00 7.90 －

千円 64,000 64,000 63,200 －

千円 2,648,191 2,806,116 2,802,516 －

千円 2,551,544 2,609,095 2,533,751 －

千円 0 0 0 －

千円 200,721 210,056 443,481 －

千円 2,350,823 2,399,039 2,090,270 －

園 0 工事1（完了） 維持 維持

園 0 0 設計１ 維持

園 3 4 － 維持

323
教育環境を整備す
る

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

4
学校施設の維持管
理事務

学校施設設備を適
切に維持管理する
ことにより、①児
童・生徒の安全を
確保するととも
に、②建物の耐用
年数の低下を防止
し、良好な教育環
境が保持されてい
る状態

指
標

経
費

Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ

①修繕および改修工事実施件数

Ａ Ａ

②学校営繕費総額

③安全管理上の事故件数

①「区立施設改修改築計画」に
沿った各学校個々について、改
修工事を具体化していく。
②授業時間増を受けて、夏休み
期間短縮化が予想される。夏休
みに集中している工事の他の期
間に実施ができないかを継続的
に検討する。

学
校
施
設
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ａ

区立幼稚園維持管

指
標

①園庭改修園数

②トイレ改修園数

③園庭・トイレ改修が完了し、快適な教育
環境を提供できている園数

④園児１人当たりの工事にかかる経費 総経費 千円 0 86 － －

区負担 千円 0 86 － －

千円 0 8,790 22,694 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 0 8,000 1,966 －

千円 800 9,590 23,494 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 800 9,590 23,494 －

校 － 基本設計[1]
実施設計[1]

基本設計1
完成1[1]着工1

基本設計1

ー ー ー ー

指数 － 0.25 0.75 3

④本体工事費の工事面積(㎡)当たり単価 総経費 千円 － － － －

区負担 千円 － － － －

千円 0 7,560 215,984 －

人 0.00 1.00 1.50 －

千円 0 8,000 12,000 －

千円 0 12,000 219,841 －

千円 0 15,560 227,984 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 0 15,560 227,984 －

幼稚園教育を充実
する。

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

5
区立幼稚園維持管
理事務

園舎、園庭の維持
管理・補修・改修
が行われていて、
快適な教育環境を
提供できている状
態

標

経
費

321

Ｂ Ｃ ＣＡ Ａ

環境を提供できている園数

①事　業　費 ①20年度にトイレ改修工事を実
施し、達成率100％となる。

学
校
施
設
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ａ Ａ

6 校舎の改築事業
改築により、良好
な教育環境に整備
された学校が、児
童・生徒の生活の
場として、また、
教育活動および地
域連携の場として
活発に利用され、
親しまれている状
態

指
標

経
費

323
教育環境を整備す
る

①改築実施校数

Ａ Ａ

②

③改築計画の進捗度（累計）

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
①「学校施設整備方針」の内容
について、検討していく。

施
設
整
備
主
査

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

18



【教育委員会 学校教育部 施設課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

校 実施設計1
完成1

基本設計1
完成1・実施
設計・着工1

完成2
基本設計1

ー ー ー ー

指数 0.5 1.25 0.75 2.25

④本体工事費の㎡当たり単価
（本体工事費／延床面積）

総経費 千円 － 378 － －

区負担 千円 － 317 － －

千円 44,608 560,084 219,907 －

人 0.40 1.00 1.50 －

千円 3,200 8,000 12,000 －

千円 50,328 570,242 238,220 －

千円 47,808 568,084 231,907 －

千円 0 0 0 －

千円 0 86,072 22,713 －

千円 47,808 482,012 209,194 －

323
教育環境を整備す
る

③改築計画の進捗度（累計）

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

7
体育館・プールの
改築事業 改築により整備さ

れた学校が、児童
生徒の生活の場と
して、また、体育
活動および地域連
携の場として活発
に利用され、親し
まれている状態

指
標

経
費

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

①改築実施校数（体育館・プール・格技室）

Ａ Ａ

②

①「学校施設整備方針」の内容
について、検討していく。

施
設
整
備
主
査

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ

指

①

②

③ －

④ 総経費 －

区負担 －

千円 －

人 －

千円 －

千円 －

千円 0 0 0 －

千円 －

千円 －

千円 0 0 0 －

－

④ 総経費 －

区負担 －

千円 －

人 －

千円 －

千円 －

千円 0 0 0 －

千円 －

千円 －

千円 0 0 0 －

323
教育環境を整備す
る

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

8
学校の拡張用地の
選定および連絡調
整事務

指
標

経
費

－ － － －－ －

③

教育環境を整備す
る

管
理
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

－ －

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

9
余裕教室の活用事
業

指
標

経
費

323

－ － －

①

－ －

②

③

①事　業　費 管
理
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

－ － －

19



成果 効率性 必要性 総合評価 取組状況 方向性 委託化 民営化

平成２０年度　事務事業評価　課別総括表 【教育委員会 学校教育部 施設課】

－

－

－

5

0

改革・改善案

4 7

Ｆ － － － － － 0 －

Ｅ － － － － － 0 －

－

－ 0 0 3

Ｄ － － － －

分類

Ａ 7 7

評　価

0－

17 7 3 0

30 2

Ｃ 0 0 －

Ｂ 0 0 0

20



【教育委員会 学校教育部 保健給食課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

人 46,812 46,963 47,941 －

人 46,328 46,370 47,738 増加

％ 99.0 99.0 99.0 100.0

④児童生徒１人当たりの健康診断委託経費
（健康診断委託経費/全児童生徒数）

総経費 円 1,803 1,876 1,857 －

区負担 円 1,803 1,876 1,857 －

千円 84,688 86,043 88,643 －

人 0.40 0.40 0.40 －

千円 3,200 3,200 3,200 －

千円 99,516 94,997 83,528 －

千円 87,888 89,243 91,843 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 87,888 89,243 91,843 －

人 8,128 7,795 4,892 維持

人 3,151 2,873 2,977 維持

％ 87.9 92.1 92.7 100.0

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｃ
①未受診だった児童生徒を速や
かに受診させるために事業整備
を強化する。

学
校
保
健
係

Ａ Ａ Ｂ Ｂ

323

①在籍者数

Ａ Ａ

②受診者数

③受診率

①事　業　費

②職　員　数

②う蝕活動性試験実施児童数

③よい歯のバッジ配布率

1 健康診断事務
疾病や異常を早期
に発見し、治療を
勧告する等によ
り、児童生徒の健
康の保持増進が図
られている状態

指
標

経
費

単位
事務事業の
目指す状態

①歯垢染色テスト実施児童数

指   標   ・　経　費　・　財　源

教育環境を整備す
る

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

指
④よい歯のバッジ配布に要する1人当たり
の経費（よい歯のバッジ購入費用／よい歯
のバッジ配布数）

総経費 円 48 42 47 －

区負担 円 48 42 47 －

千円 3,393 2,878 3,005 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 3,393 3,292 3,041 －

千円 4,193 3,678 3,805 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 4,193 3,678 3,805 －

人 11,003 11,103 11,014 維持

校 230 253 607 増加

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

④参加者1人当たり経費
（総経費／参加人数）

総経費 円 12,715 12,512 12,422 －

区負担 円 12,715 12,512 12,422 －

千円 135,900 134,926 132,813 －

人 0.50 0.50 0.50 －

千円 4,000 4,000 4,000 －

千円 136,332 136,003 132,781 －

千円 139,900 138,926 136,813 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 139,900 138,926 136,813 －

322
小中学校の教育内
容を充実する

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

①長い年月の中での試行錯誤に
よりほぼ完成された事業になっ
ているが、日数・引率者枠など
の事業内容の見直しは恒常的に
行っていく。

学
校
保
健
係

②体験学習実施校（延校数）

③体験学習実施校率

①事　業　費

②職　員　数 Ａ Ｂ Ｃ ＣＡ Ａ Ａ Ａ

児童の心身ともに
調和のとれた健全
育成が実現されて
いる状態

指
標

①参加児童数

経
費

323

3
小学校移動教室事
務

財
源

①今後もむし歯ゼロ、80歳・20
本を目標に児童・生徒の健康づ
くり図っていく。

①事　業　費

②職　員　数
Ａ

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ Ｃ

学
校
保
健
係

Ａ Ｂ Ａ ＢＢ

経
費

教育環境を整備す
る

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

⑤総　経　費（①＋③）

2
むし歯予防対策事
務

歯科衛生の向上を
図るため、効果的
な施策を展開し、
児童生徒のむし歯
ゼロを目指す状態

指
標
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【教育委員会 学校教育部 保健給食課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

単位
事務事業の
目指す状態

指   標   ・　経　費　・　財　源 係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

人 2,874 3,036 3,269 増加

ー ー ー ー

％ 63.4 69.6 70.0 65.0

④参加生徒1人当たり経費 総経費 円 12,102 11,154 9,835 －

区負担 円 12,102 11,154 9,835 －

千円 31,580 30,664 32,153 －

人 0.40 0.40 0.40 －

千円 3,200 3,200 3,200 －

千円 30,682 32,103 32,819 －

千円 34,780 33,864 35,353 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 34,780 33,864 35,353 －

人 3,915 4,302 4,174 増加

ー ー ー ー

％ 91.9 94.9 95.4 100.0

④参 生徒 経費

①参加生徒数

②

③移動教室参加率

5
中学校移動教室事

指
標

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ー

①臨海学校の参加生徒数

Ａ Ａ ー
①参加生徒数の増を目指す。
②引き続き、絶対無事故の事業
とする。

学
校
保
健
係

Ａ Ａ Ａ Ｂ

②

③臨海学校の参加率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

4 臨海学校事務

水泳指導により泳
力の向上と教師・
生徒間の交流が図
られる状態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

④参加生徒1人当たりの経費 総経費 円 12,740 12,635 13,697 －

区負担 円 12,740 12,635 13,697 －

千円 49,878 51,956 52,408 －

人 0.30 0.30 0.30 －

千円 2,400 2,400 2,400 －

千円 55,713 55,725 54,770 －

千円 52,278 54,356 54,808 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 52,278 54,356 54,808 －

校 7 4 4 増加

人 511 380 329 増加

％ 3.9 1.2 2.4 10.0

④参加生徒一人当たりの経費（総経費
／参加人員）

総経費 円 2,397 2,763 3,191 －

区負担 円 2,397 2,763 3,191 －

千円 425 250 250 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 821 732 435 －

千円 1,225 1,050 1,050 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 1,225 1,050 1,050 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①参加校数

Ｂ Ａ Ｃ

①参加生徒の増を目指すため、
文化部の参加も募っていく。ま
た、引き続き、無事故を目指
す。

学
校
保
健
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

②参加人数

③林間学校への参加率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

6 林間学校事務 体育活動ととも
に、文化活動も含
めた多様な校外活
動への支援を通じ
て、技術力の向上
とともに教師およ
び生徒間の交流が
深まっている状態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＣＢ Ａ Ｃ
①参加生徒数の増加を目指す。
②引き続き絶対無事故の校外授
業とする。

学
校
保
健
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

5
中学校移動教室事
務

生徒の体力強化と
ともに集団生活に
より教師・生徒間
の交流が深まる状
態

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する
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【教育委員会 学校教育部 保健給食課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

単位
事務事業の
目指す状態

指   標   ・　経　費　・　財　源 係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

件 552 501 542 維持

ー ー ー ー

％ 99.7 100.0 100.0 100.0

④外部技術指導員一人当たりの経費
（総経費／外部技術指導員数）

総経費 円 39,181 42,445 39,935 －

区負担 円 39,181 42,445 39,935 －

千円 20,828 20,465 20,845 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 22,336 22,112 21,559 －

千円 21,628 21,265 21,645 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 21,628 21,265 21,645 －

校 34 34 34 34

校 32 33 32 34

校 66 67 66 68

①陸上大会参加校数

②ダンス大会参加校数

③延べ参加校数
指
標

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①外部技術指導員への支払い件数

Ａ Ａ Ｃ
①実施報告書のチェックを入念
に行い、請求もれのないように
する。

学
校
保
健
係

Ａ Ａ Ａ Ｂ

②

③謝礼が指定期日までに支払われている率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

7
夏季休業中　学校
プール外部指導員
謝礼支払い事務

外部技術指導員に
対し、指定期日ま
でに謝礼が全額支
払われている状態

指
標

経
費

323
教育環境を整備す
る

校 66 67 66 68

④経費の総額 総経費 千円 965 906 980 －

区負担 千円 965 906 980 －

千円 965 906 980 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 1,253 1,187 1,100 －

千円 1,765 1,706 1,780 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 1,765 1,706 1,780 －

人 6,001 6,220 6,006 －

人 5,748 5,813 5,781 増加

％ 95.7 93.4 96.3 100.0

④受診者１人当たりの経費 総経費 円 1,256 1,238 1,255 －

区負担 円 1,256 1,238 1,255 －

千円 7,217 7,198 7,253 －

人 0.20 0.20 0.20 －

千円 1,600 1,600 1,600 －

千円 7,396 7,449 7,512 －

千円 8,817 8,798 8,853 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 8,817 8,798 8,853 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①学齢簿登載者数（10月１日現在）

Ｂ Ａ Ｃ
①未受診者の対応について、費
用対効果も含めてさらなる検討
をする。

学
校
保
健
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

②就学時健康診断受診者数（内科・眼科・
耳鼻科・歯科　４科の受診者数の平均）

③就学時健康診断受診率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

9
就学時健康診断事
務

義務教育開始にあ
たり、学校保健法
に則り、適正な就
学ができるように
対象者全員が就学
時健康診断を受
け、かつ適切に事
後措置がとられて
いる状態

指
標

経
費

323
教育環境を整備す
る

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＣＢ Ａ Ｃ

①事業の円滑な実施を図り、ス
ポーツを通じて参加した生徒の
技術向上や心身の健康づくりが
行われるようにする。

学
校
保
健
係

Ａ Ｂ Ａ Ｂ

③延 参加校数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

8
中学校連合行事事
務

参加した生徒がス
ポーツを通じて技
術の向上や心身の
健康づくりが行わ
れている状態

標

経
費

323
教育環境を整備す
る
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【教育委員会 学校教育部 保健給食課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

単位
事務事業の
目指す状態

指   標   ・　経　費　・　財　源 係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

人 515 515 515 維持

人 22 16 9 維持

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

④学校医一人当たりの任免事務経費
（総経費／学校医等の延べ人数）

総経費 円 4,660 4,660 4,660 －

区負担 円 4,660 4,660 4,660 －

千円 0 0 0 －

人 0.30 0.30 0.30 －

千円 2,400 2,400 2,400 －

千円 0 0 0 －

千円 2,400 2,400 2,400 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 2,400 2,400 2,400 －

室 326 206 201 減少

室 130 42 41 減少

323
教育環境を整備す
る

③学校医等配置率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

10
学校医等の任免・
表彰事務

学校医等の適正な
配置により、児
童・生徒の健康管
理を促進する。ま
た、顕著な功績の
あった学校医を各
種表彰に推薦し、
功績を称え、感謝
の意を表すること
ができる状態

指
標

経
費

Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ

①学校医等延べ人数

Ａ Ａ

②学校保健表彰受賞者数

①学校医等を適正に配置すると
ともに、顕著な功績のあった学
校医を各種表彰に推薦し、功績
を称え、感謝の意を表し、児
童・生徒の健康管理を促進して
いく。

学
校
保
健
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ

指

①教室の空気中化学物質濃度測定教室数

②教室の空気中化学物質濃度測定で基準値を超えた教室数

％ 50.0 79.6 62.5 100.0

④1校当たりの測定経費 総経費 円 67,185 82,874 87,680 －

区負担 円 67,185 82,874 87,680 －

千円 3,256 4,536 5,031 －

人 0.50 0.50 0.50 －

千円 4,000 4,000 4,000 －

千円 6,249 7,588 5,031 －

千円 7,256 8,536 9,031 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 7,256 8,536 9,031 －

件 6,781 7,114 6,313 減少

ー ー ー ー

％ 14.3 14.8 13.1 －

④災害共済給付請求件数１件当たりの
経費（総経費／請求件数）

総経費 円 6,813 6,576 7,410 －

区負担 円 6,813 6,576 7,410 －

千円 43,198 43,785 43,785 －

人 1.00 1.00 1.00 －

千円 3,000 3,000 3,000 －

千円 47,883 44,883 43,907 －

千円 46,198 46,785 46,785 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 46,198 46,785 46,785 －

323
教育環境を整備す
る

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

11
学校環境衛生管理
事務 各校環境衛生検

査・臨時検査・日
常点検が適正に行
われ、いずれにお
いても学校環境衛
生基準を満たして
いる状態

指
標

経
費

Ｂ Ｂ Ａ ＣＢ Ａ

③音楽室・コンピュータ室の化学物質濃度測定の合格率

教育環境を整備す
る

①関係部署と連携し、学校環境
衛生の向上を図る。

学
校
保
健
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

12
日本スポーツ振興
センター事務

学校管理下におけ
る児童・生徒の災
害については、適
正・迅速な事務処
理をもって災害共
済給付を行い、被
災者の救済を図
る。また、各校
（園）において
は、安全管理の徹
底を図り、事故発
生が抑制されてい
る状態

指
標

経
費

323

Ａ Ｃ Ｃ

①災害共済給付請求件数

Ａ Ｂ

②

③災害共済給付契約者数に対する災害共済
給付請求件数

①事　業　費

①システム導入を含め、迅速・
適正な事務処理をもって災害共
済給付を行い被災児童・生徒の
救済を図る。また、各校（園）
においては、一層の安全管理の
徹底を図る。

学
校
保
健
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ Ｃ
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【教育委員会 学校教育部 保健給食課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

単位
事務事業の
目指す状態

指   標   ・　経　費　・　財　源 係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

回 2 1 2 4

項目 2 1 1 4

項目 2 1 1 4

④運営委員会開催に要する経費 総経費 千円 0 0 0 －

区負担 千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

人 0.02 0.01 0.03 －

千円 160 80 240 －

千円 240 0 0 －

千円 160 80 240 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 160 80 240 －

校 29 27 35 70

校 ー ー ー ー

校 － － 5 70

13
学校給食運営委員
会等の運営事務

学校給食運営委員
会等により給食運
営に係る課題が適
切に協議され運営
指針が明確にされ
ている状態。
なおかつ、その運
営指針に基づき給
食運営が適切に行
われている状態

指
標

経
費

323
教育環境を整備す
る

①定例委員会の開催数

Ａ Ａ

②給食運営に係る協議検討課題数

③協議結果に基づく実践割合

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ

①適正な給食費の検討、給食費
の徴収に係る検討など、個別課
題に対応した会議体により、練
馬区の学校給食の効率的・効果
的な運営を推進する。

管
理
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

③親子料理教室の実施学校の食育推進事 児童生徒が望まし

指
標

①学校栄養職員と教員とが協力して食育の
授業を行う学校

②
①食育推進計画に基づき、計画
の目標達成に向けて取り組む。
②親子料理教室のように、先駆校 5 70

④児童生徒1人当たりの経費 総経費 円 15 15 15 －

区負担 円 15 15 15 －

千円 0 0 0 －

人 0.10 0.10 0.20 －

千円 800 800 1,600 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 1,600 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 1,600 －

人 71 63 64 80

人 446 436 396 400

％ 90.1 94.0 83.9 100.0

④研修に要する年関係費 総経費 千円 953 935 848 －

区負担 千円 953 935 848 －

千円 153 135 48 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 158 135 74 －

千円 953 935 848 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 953 935 848 －

323
教育環境を整備す
る

③親子料理教室の実施

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

14
学校の食育推進事
務

児童生徒が望まし
い食習慣を形成
し、食に関する理
解を深めるため、
家庭・学校・地域
が連携し、学校内
において、指導体
制が整備されてい
る状態

標

経
費

Ｂ Ｂ Ａ Ｃ ＣＢ Ａ

323
教育環境を整備す
る

②親子料理教室のように、先駆
的な取り組みについて、その具
体化の方法などを広く学校関係
者に周知し、食育の取り組みを
拡大する。
③各学校での食育を確実に進め
るために、食育推進チームと食
育推進リーダーを組織してもら
う。全区的組織として、食育推
進委員会を設置し、教育指導課
と連携して、区全体の底上げを
図る。

学
校
給
食
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

15
学校給食関係職員
の研修事務 栄養職員および調

理員が、児童・生
徒のために一層安
全でおいしく、楽
しい給食作りがで
きるようになる状
態

指
標

経
費

Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ

①栄養職員一般研修出席数

Ｂ Ａ

②調理員一般研修出席数

③栄養職員等の研修出席率
①食育に関する研修やアレル
ギーに関する研修を充実させ
る。
②栄養職員のうち、栄養補助員
については、旅費等の制約によ
り、十分な研修の機会が確保し
づらい状況にあるので、研修に
参加する機会を充実するよう改
善に取り組む。

学
校
給
食
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ

25



【教育委員会 学校教育部 保健給食課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

単位
事務事業の
目指す状態

指   標   ・　経　費　・　財　源 係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

人 39 39 42 49

人 39 39 42 49

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

④1人当たり指導経費 総経費 千円 19 19 21 －

区負担 千円 19 19 21 －

千円 0 0 0 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 800 －

部 6,700 6,700 6,700 維持

校 69 69 69 維持

％ 100.0 100.0 100.0 維持

④ 部 作成経費

教育環境を整備す
る

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

16
栄養補助員配置校
に対する指導事務

学校栄養補助員が
各所属校で栄養事
務や衛生管理、給
食指導を円滑に実
施できるようにす
る状態

指
標

経
費

323

Ｂ Ｃ Ｃ

①学校栄養補助員数

Ｂ Ａ

②実務研修出席者数

③実務研修への出席率

①事　業　費

①新任研修、採用年度別研修は
内容の充実を図り、計画的に実
施する。
②業務研究会は栄養補助員全員
を対象とし、職務における資質
の向上を図り、給食指導に関す
る内容で実務に活かせるよう実
施する。

学
校
給
食
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ Ｂ

17
学校給食の指導普

指
標

①｢ねりまのきゅうしょく｣作成部数

②配付校

③新１年生の保護者への配布率

④１部当たりの作成経費 総経費 円 170 170 170 －

区負担 円 170 170 170 －

千円 284 284 284 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 300 297 297 －

千円 1,084 1,084 1,084 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 1,084 1,084 1,084 －

社 28 29 29 29

社 4 1 1 1

社 0 1 0 1

④業者選定に要する経費 総経費 円 0 0 0 －

区負担 円 0 0 0 －

千円 387,742 341,022 280,033 －

人 0.40 0.40 0.40 －

千円 3,200 3,200 3,200 －

千円 423,562 384,842 312,378 －

千円 390,942 344,222 283,233 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 390,942 344,222 283,233 －

17
学校給食の指導普
及事務 学校給食の意義、

練馬区の給食の方
針が正しく理解さ
れ、学校給食と連
携した食育推進の
理解が進んでいる
状態

経
費

323
教育環境を整備す
る

Ａ Ａ

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ

323
教育環境を整備す
る

①さらに内容の充実を図るとと
もに、実態に即した内容として
いく。

学
校
給
食
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

③新規食材業者数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

18
学校給食食材料の
共同購入事務

学校給食用食材料
が、安全で低廉な
価格で購入できて
いる状態

指
標

経
費

Ａ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ

①食材業者数

Ａ Ａ

②業者視察数

①22年度末に調理場が廃止にな
るため、新規に食材料業者を増
やすことは難しいが、引き続き
安全で低廉な食材料を購入す
る。

学
校
給
食
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ

26



【教育委員会 学校教育部 保健給食課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

単位
事務事業の
目指す状態

指   標   ・　経　費　・　財　源 係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

施設 77(75+2) 79(77＋2) 82(80＋2) 維持

検体 246 243 255 維持

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

④学校給食の衛生管理に係る経費 総経費 千円 2,840 3,520 3,253 －

区負担 千円 2,040 2,720 2,453 －

千円 2,040 2,720 2,453 －

人 0.50 0.50 0.50 －

千円 800 800 800 －

千円 2,938 2,877 2,515 －

千円 2,840 3,520 3,253 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 2,840 3,520 3,253 －

施設 105 105 105 105

数 8 8 8 維持

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

323
教育環境を整備す
る

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

19
学校給食の衛生管
理事務

給食施設整備や栄
養士、調理員の衛
生検査および水質
検査やおかずの細
菌検査等を通じ
て、衛生管理を徹
底し、児童・生徒
に安全でおいしい
給食が提供されて
いる状態

指
標

経
費

Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ

①給食室の衛生検査数

Ａ Ａ

②おかずの検査実施数

③検査適合率 ①引き続き給食の細菌検査や衛
生検査を実施し、指標として各
学校の衛生管理の徹底を図る。
②検査後の概評を活かした給食
調理に関する衛生管理、施設設
備状況ならびに給食帳票類の点
検および指導を実施する。
③給食食材料の検査を実施し、
結果を活かして給食の安全性を
確保する。

学
校
給
食
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ａ

学校給食の調査 各校から正確な
指
標

①学校給食実態調査対象施設数

②調査件数（1施設あたり）

③学校給食実態調査提出率

④学校給食の調査・統計にかかる経費 総経費 円 800 800 800 －

区負担 円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 800 －

クラス 179 174 172 175

ー ー ー ー

％ 44.0 55.0 63.0 100.0

④１クラス当たりの経費 総経費 円 92,648 105,500 112,785 －

区負担 円 92,648 105,500 112,785 －

千円 16,584 17,557 19,399 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 16,584 19,051 21,034 －

千円 17,384 18,357 20,199 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 17,384 18,357 20,199 －

校 2 3 5 3

教育環境を整備す
る

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

20
学校給食の調査・
統計事務

各校から正確な
データを収集し、
東京都に対して期
日までに正確な集
約データを提出す
るとともに、給食
指導や保護者との
連携となる資料作
りができている状
態

標

経
費

323

Ｂ Ｃ ＣＡ Ａ
①事　業　費

①調査内容を吟味し、より有効
な調査であるよう東京都などに
要望していく。
②各施設がより回答しやすく、
正確なデータを集約できるよ
う、調査票を検討していく。

学
校
給
食
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ａ Ａ

21
給食用物品の購入
事務 小・中学校の給食

用物品の使用状況
や在庫調整、破損
状態により各校に
食器等の標準的な
整備が図られてい
る状態

指
標

経
費

323
教育環境を整備す
る

①強化磁器食器の段階的導入

Ｂ Ｂ

②

③強化磁器食器の整備率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ
①引き続き強化磁器食器を導入
していく。また、中学校への導
入を始める。

学
校
給
食
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

①センター調理方式から自校調理方式〔親
子方式を含む〕への改善（工事）

校 2 3 5 3

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

④自校化1校当たり経費 総経費 千円 180,136 160,366 112,934 －

区負担 千円 163,327 148,295 112,934 －

③センター調理方式から自校調理方式への改善率

22
学校給食施設の整
備事務 センター給食受入

校17校の調理室を

指
標

②自校化〔親子方式を含む〕への取組数

①今年度2校の自校調理校が完
計
画27



【教育委員会 学校教育部 保健給食課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

単位
事務事業の
目指す状態

指   標   ・　経　費　・　財　源 係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

千円 365,175 481,100 563,871 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 380,176 488,257 625,167 －

千円 365,975 481,900 564,671 －

千円 0 0 0 －

千円 19,261 36,213 0 －

千円 346,714 445,687 564,671 －

校 11 10 9 －

件 0 0 0 －

％ 100.0 100.0 100.0 －

④児童一人当たりの経費
(私費会計の給食費は含まず。）

総経費 千円 379,743 378,835 377,749 －

区負担 円 81,055 87,592 102,094 －

千円 76,743 68,835 66,749 －

人 41.75 41.00 43.00 －

323
教育環境を整備す
る

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

改修し、自校調理
方式〔親子方式を
含む〕とし、給食
調理方式の改善が
なされている状態

経
費

Ａ Ｂ Ｂ Ｃ ＣＡ Ａ

①今年度2校の自校調理校が完
成する予定であり、翌年度予定
の4校について設計も完了する
予定である。

画
推
進
主
査

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ

①事　業　費

②職　員　数

③

23
給食調理場の管理
運営事務（第一総
合調理場）

安全でおいしい給
食が提供できると
ともに、ドライ運
用方式を導入して
衛生面、労働面の
改善と節水・節電

指
標

経

Ａ Ｄ Ｃ Ｃ

①調理場からの給食受け入れ校（受配校）
数（各年度とも3月31日現在）

Ａ Ａ

②給食事故（食中毒・異物混入等）の発生数

③おかず検査適合率

①平成21年度末に第一総合調理
場を廃止、第二総合調理場と統
合した上で、平成22年度末を目
途にセンター受配校の自校調理
校化を実現し 総合調理場を廃

第
一
総
合
調

Ａ Ａ

千円 303,000 310,000 311,000 －

千円 82,758 78,061 70,124 －

千円 379,743 378,835 377,749 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 379,743 378,835 377,749 －

校 11 10 8 6

件 0 0 0 0

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

④生徒１人当たりの経費
（給食費含まず）

総経費 千円 506,160 507,382 465,115 －

区負担 円 115,921 129,302 153,301 －

千円 91,160 84,382 71,115 －

人 55.75 55.00 52.00 －

千円 415,000 423,000 394,000 －

千円 100,517 93,211 85,088 －

千円 506,160 507,382 465,115 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 506,160 507,382 465,115 －

323
教育環境を整備す
る

③人　件 費

④予　算　額（人件費除く）

により環境負荷が
軽減されている状
態

経
費

教育環境を整備す
る

校化を実現し、総合調理場を廃
止する。

理
場

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

24
給食調理場の管理
運営事務（第二総
合調理場）

安全で、おいしい
給食を提供すると
ともに、ドライ運
用方式を導入して
衛生面、労働面の
改善と節水・節電
により環境負荷が
軽減されている状
態

指
標

経
費

323

Ｄ Ｃ Ｃ

①調理場からの給食受け入れ校（受配校）
数（各年度とも３月３１日現在）

Ａ Ａ

②給食事故（食中毒・異物混入等）の発生数

③おかず検査適合率

①事　業　費

①平成21年度末に第一総合調理
場を廃止、第二総合調理場と統
合した上で、平成22年度末を目
途に自校調理校化を実現し、総
合調理場を廃止する。

第
二
総
合
調
理
場
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ａ Ａ
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成果 効率性 必要性 総合評価 取組状況 方向性 委託化 民営化

0

Ｃ 0 0 －

Ｂ 10 2 0

1

224 13 10 2

11 1

分類

Ａ 14 22

評　価

－ 1 20

－ － 2 －Ｄ － － －

－ － 0 －Ｅ － － －

－ － 0 －Ｆ － － －

平成２０年度　事務事業評価　課別総括表 【教育委員会 学校教育部 保健給食課】

－

－

－

23

0

改革・改善案

13 19

29



【教育委員会 学校教育部 教育指導課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

校 103 103 103 103

人 3,000 3,500 4,000 4,000

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

④参加者1人当たりの研修会経費 総経費 円 427 368 368 －

区負担 円 427 368 368 －

千円 696 672 675 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 857 857 857 －

千円 1,496 1,472 1,475 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 1,496 1,472 1,475 －

人(校) 77（25） 88(23) 93(22) －

人 75 79 87 －

％ 97.4 89.8 93.5 －

④参 生徒 経費

〔目　標〕

①参加生徒数（参加生徒在籍校数）

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

2
チャレンジクラス

指
標

②高校進学者数

③参加生徒における高校進学率

322

①家庭環境等により 自宅での

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

1 心の教育推進事業
心の教育を、区
民、学校、家庭お
よび地域社会がそ
れぞれの役割を果
たしながら推進し
ている状態

指
標

経
費

小中学校の教育内
容を充実する。

Ｂ Ｃ Ｃ

①道徳授業地区公開講座の実施校数

Ａ Ａ

②道徳授業地区公開講座参加人数

③道徳授業地区公開講座の実施率

①事　業　費 ①道徳授業地区公開講座や道徳
の授業の実施率および、実施内
容の成果について評価を行って
いく。

管
理
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ａ Ｃ

④参加生徒1人当たりの経費 総経費 円 86,260 86,773 70,968 －

区負担 円 76,455 79,761 64,333 －

千円 5,042 6,036 5,000 －

人 0.20 0.20 0.20 －

千円 1,600 1,600 1,600 －

千円 5,050 6,050 5,050 －

千円 6,642 7,636 6,600 －

千円 0 0 0 －

千円 755 617 617 －

千円 5,887 7,019 5,983 －

校 71 101 108 －

－ － － －

％ 65.74 93.5 100.0 －

④ホームページ開設校１校たりの経費 総経費 円 12,746 8,960 7,981 －

区負担 円 12,746 8,960 7,981 －

千円 105 105 62 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 105 105 105 －

千円 905 905 862 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 905 905 862 －

⑤総　経　費（①＋③）

2
チャレンジクラス
事業 家庭環境および個

人的理由で、自宅
での学習が困難な
生徒の学習意欲を
喚起し、学力が向
上し、進学率が向
上する状態

経
費

小中学校の教育内
容を充実する

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ｄ ー ーＢ Ｂ

①家庭環境等により、自宅での
学習が困難な生徒を対象に、下
校時の生活の健全化を図る目的
で実施してきたが、一定の成果
を収め、対象となる生徒が減少
したため、平成19年度末をもっ
て事業を廃止し、各学校ごとの
学力向上施策の充実を図ること
で結論に達した。

管
理
係

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｂ Ｂ Ｃ

322

3
コンピュータ教育
推進委員会事務 資料や研修会の実

施により、コン
ピュータ活用、イ
ンターネット活用
ができる児童・生
徒が育成されてい
る状態

指
標

財
源

Ｄ ー

①学校ホームページの開設校

経
費

Ａ Ｂ Ｂ

⑧区　負　担

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

Ａ
①委員会の役割は終えたとし
て、平成19年度末に廃止の結論
に至る。

管
理
係

②

③学校ホームページの開設率

①事　業　費

②職　員　数 Ｃ ー

322
小中学校の教育内
容を充実する。

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

⑤総　経　費（①＋③）
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【教育委員会 学校教育部 教育指導課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

件 0 0 0 0

校 10 8 11 12

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

④1校当たりの水泳補助指導員経費 総経費 円 129,250 125,875 93,182 －

区負担 円 129,250 125,875 93,182 －

千円 341 234 207 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 468 384 396 －

千円 1,141 1,034 1,007 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 1,141 1,034 1,007 －

校 72 90 95 増加

回 150 221 230 増加

322
小中学校の教育内
容を充実する

③学校における水泳指導中の無事故率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

4
小学校小規模校水
泳補助指導員配置
事業

小規模校に水泳補
助指導員が配置さ
れ、無事故で水泳
指導が行われる状
態

指
標

経
費

Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｃ

①水泳指導中の事故件数

Ａ Ａ

②水泳補助指導員配置学校数

①水泳授業の安全確保のため、
適正な人材配置を図る。

管
理
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ

指

①福祉教育にかかわる総合的な学習を実施
している学校数

②福祉教育にかかわる総合的な学習の実施
単元数

％ 69.9 87.3 92.2 増加

④ 総経費 － － － －

区負担 － － － －

千円 0 0 0 －

人 0.00 0.00 0.00 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

人 46,000 46,000 46,000 46,000

人 46,000 46,000 46,000 46,000

％ 100.0 100.0 100.0 10,000.0

④総経費 総経費 円 800,000 800,000 800,000 －

区負担 円 800,000 800,000 800,000 －

千円 0 0 0 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 800 －

322
小中学校の教育内
容を充実する

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

5
福祉教育の推進事
業

児童・生徒が福祉
に対する理解と関
心を深め、社会に
奉仕する実践的態
度を保有する状態

指
標

経
費

Ｃ Ａ Ｃ ＣＡ Ａ

③総合的な学習における福祉にかかわる平
均実施率

小中学校の教育内
容を充実する

①夏季休業中の体験型研修の一
層の充実を図るとともに、各学
校の総合的な学習の時間におけ
る福祉教育の充実を図る。

管
理
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ａ

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

6
教科書無償給与事
務

全児童・生徒に教
科用図書が給与さ
れ、支障なく学習
指導が行えている
状態

指
標

経
費

322

Ｂ Ｃ Ｃ

①全児童・生徒

Ａ Ａ

②教科用図書を無償給与した児童・生徒

③教科用図書の無償給与率

①事　業　費
①今後も法律に基づき着実に事
務を執行する。

管
理
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ａ Ａ
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【教育委員会 学校教育部 教育指導課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

人 9,950 9,705 10,000 10,000

回 4 4 4 4

校 103 103 103 103

④対象児童・生徒1人当たりの経費 総経費 円 668 722 740 －

区負担 円 668 722 740 －

千円 5,846 6,203 6,203 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 9,072 7,000 7,000 －

千円 6,646 7,003 7,003 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 6,646 7,003 7,003 －

人 273 297 307 270

ー ー ー ー

部 485 481 499 490

④ 部指導者 経費

7 学力向上事業
学力調査を実施し
その結果を分析し
授業改善に役立て
ることにより、練
馬区の子供たちの
学力が高まる状態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

①調査実施人数

Ａ Ａ

②調査報告会の回数

③調査報告会の参加校の参加率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ａ Ａ Ａ Ｅ Ａ Ｃ
①５年間の調査により、一定の
分析ができたので、本事業は一
旦休止する。

管
理
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

③部活動数

8 部活動推進事業

指
標

①外部指導者数

②

④外部指導者1人当たりの経費 総経費 円 166,234 156,976 150,465 －

区負担 円 159,641 156,976 150,465 －

千円 43,782 45,022 44,593 －

人 0.20 0.20 0.20 －

千円 1,600 1,600 1,600 －

千円 43,788 45,305 45,000 －

千円 45,382 46,622 46,193 －

千円 0 － － －

千円 1,800 － － －

千円 43,582 #VALUE! #VALUE! －

校 100 99 103 103

校 86 67 80 80

％ 97.1 96.1 100.0 100.0

④実施校1校当たりの経費 総経費 円 17,919 16,805 17,030 －

区負担 円 17,919 16,805 17,030 －

千円 974 931 1,006 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 1,030 1,030 1,030 －

千円 1,774 1,731 1,806 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 1,774 1,731 1,806 －

322
小中学校の教育内
容を充実する

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

8 部活動推進事業

部活動の休部・廃
部を減らし、生徒
の部活動が確保で
きている状態

経
費

Ｂ Ａ Ｂ Ｃ ＣＢ Ａ

322
小中学校の教育内
容を充実する

①部活動の推進のための方策を
検討する。

管
理
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

9
クリーン運動実施
事業 地域での清掃活動

を通して、地域と
のつながりがで
き、地域を愛する
心が育まれると同
時に、環境美化に
おける実践的態度
が育成できる状態

指
標

経
費

Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ

①クリーン運動実施校数

Ａ Ａ

②地域他校との連携実施校

③小・中学校のクリーン運動実施率

①地域との連携を更に充実す
る。

管
理
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ａ
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【教育委員会 学校教育部 教育指導課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

冊 4,150 4,150 5,650 650

冊 4,150 4,150 5,650 650

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

④資料集1冊当たりの発行経費 総経費 円 335 338 430 －

区負担 円 335 338 430 －

千円 589 603 515 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 725 620 515 －

千円 1,389 1,403 1,315 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 1,389 1,403 1,315 －

回 209 186 171 220

校 29 31 31 31

件 209 186 171 220

④校 修 経費

①校内研修の実施回数

②研究奨励の指定校

③校内研修等が教育活動に生かされた数

11 教育研究奨励事業 各 ご

指
標

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①作成した指導手引書数

Ａ Ａ

③教員への指導手引書配布率

①冊子として配布するととも
に、グループウエア上でダウン
ロードできる方法を検討する。

管
理
係

Ａ Ａ Ｃ Ｂ

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ｃ

⑤総　経　費（①＋③）

10
指導手引書作成事
業

指導手引書・事例
集を発行し、教員
に配布することに
より、教員の資質
が向上する状態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

②配布した指導手引書数

④校内研修1回当たりの経費 総経費 円 50,560 59,586 61,339 －

区負担 円 50,560 59,586 61,339 －

千円 8,967 9,483 8,889 －

人 0.20 0.20 0.20 －

千円 1,600 1,600 1,600 －

千円 10,643 11,378 10,489 －

千円 10,567 11,083 10,489 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 10,567 11,083 10,489 －

回 40 8 8 40

冊 222 182 190 240

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

④選定資料作成のための会議1回当たりの経費 総経費 円 158,225 712,250 714,875 －

区負担 円 158,225 712,250 714,875 －

千円 729 98 119 －

人 0.70 0.70 0.70 －

千円 5,600 5,600 5,600 －

千円 1,078 176 176 －

千円 6,329 5,698 5,719 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 6,329 5,698 5,719 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①選定資料作成のための会議

Ａ Ａ Ｃ ①採択事務の効率化を図る。
管
理
係

Ａ Ａ Ａ Ｂ

②採択教科書数

③小・中学校の教科書が適正に採択された率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

12 教科書採択事務 教育委員会での採
択が円滑に行われ
るようにする教科
書協議会が整備さ
れ、公正な判断に
より教育委員会が
教科書を採択して
いる状態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＣＢ Ａ Ｃ
①引き続き、研究発表校に重点
的に予算配分を行う。

管
理
係

Ａ Ｂ Ａ Ｂ

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

11 教育研究奨励事業 各校・園ごとに教
育実践に関する研
究・研修を行い、
その研究成果を自
校・園の教育活動
に生かすことによ
り、学校教育が充
実している状態

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する
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【教育委員会 学校教育部 教育指導課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

校 108 108 108 108

人 211 211 211 211

人 211 211 211 211

④参加者1人当たりの経費 総経費 円 14,360 15,365 13,830 －

区負担 円 8,972 12,100 10,564 －

千円 1,430 1,642 1,378 －

人 0.20 0.20 0.20 －

千円 1,600 1,600 1,600 －

千円 2,856 2,411 2,411 －

千円 3,030 3,242 2,978 －

千円 0 0 0 －

千円 1,137 689 689 －

千円 1,893 2,553 2,289 －

級 42 70 86 50

人 59 99 138 50

学級 42 70 86 50

④

①学級経営補助員派遣学級数

②学級経営補助員延べ派遣人数

③派遣により学級の経営が安定した学級数

14
学級経営補助員配

指
標

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①主任研修会参加校数

Ａ Ａ Ｃ
①区の教育課題に沿った研修を
計画的に実施する。

管
理
係

Ａ Ａ Ｂ Ｂ

②主任研修会参加人数

③全主任数に占める参加主任数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

13 教職員の研修事業

新しい教育課題に
ついて研究、修養
を深め、学校経営
が円滑に行われる
状態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

④派遣学級当たりの学級経営補助員経費 総経費 円 745,714 614,286 591,686 －

区負担 円 745,714 614,286 591,686 －

千円 30,520 43,000 47,289 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 34,020 49,140 50,085 －

千円 31,320 43,800 48,089 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 31,320 43,800 48,089 －

校 108 108 108 108

校 108 108 108 108

校 108 108 108 108

④１校当たりの受理対応経費 総経費 円 7,407 7,407 7,407 －

区負担 円 7,407 7,407 7,407 －

千円 0 0 0 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 － － － －

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 800 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①教育課程編成説明会対象校

Ａ Ａ Ｃ

①新学習指導要領の改定を踏ま
え、趣旨の一層の定着に向け
て、引き続き計画的に指導・助
言の内容の充実を図る。

管
理
係

Ａ Ａ Ａ Ｂ

②教育課程届出事前相談実施校

③教育課程編成校

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

15 教育計画受理事務

学校の実態に即し
た教育課程が編成
されている状態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する。

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＣＡ Ｂ Ｃ
①雇用体系の変更（非常勤化）
を検討する。

管
理
係

Ａ Ｂ Ａ Ｂ

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

14
学級経営補助員配
置事業

すべての学級が安
定し、学級経営補
助員の配置がなく
なる状態

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する
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【教育委員会 学校教育部 教育指導課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

回 450 450 500 500

校 43 34 40 40

回 4.6 4.5 4.5 5.0

④学校訪問1回当たりの経費 総経費 円 1,778 1,778 1,788 －

区負担 円 1,778 1,778 1,788 －

千円 0 0 0 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 800 －

校 13 31 53 103

人 14 32 55 103

校 11 31 53 103

④個 学 指導 経費

①学力向上支援講師の配置校数

②学力向上支援講師数

③児童生徒に学習意欲の向上等がみられる校数

17
学力向上支援講師

指
標

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①指導主事等の個別訪問回数

Ｂ Ａ Ｃ
①成果を踏まえつつ、引き続き
各学校への継続的な助言・指導
を行う。

管
理
係

Ａ Ｂ Ａ Ｂ

②教育指導課訪問校数

③1校あたりの学校訪問回数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

16 学校訪問事業
学校訪問を行うこ
とにより、各学校
の課題や問題点が
明らかになり、学
校経営が円滑に行
われる状態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

④個別学習指導員1人当たりの経費 総経費 円 1,353,286 1,615,594 1,615,594 －

区負担 円 1,353,286 1,615,594 1,615,594 －

千円 18,146 50,099 97,365 －

人 0.10 0.20 0.20 －

千円 800 1,600 1,600 －

千円 25,530 67,158 111,114 －

千円 18,946 51,699 98,965 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 18,946 51,699 98,965 －

校 101 102 102 103

人 106 107 102 103

校 101 102 102 －

④派遣学校１校当たりの経費 総経費 円 437,267 469,794 514,754 －

区負担 円 437,267 469,794 514,754 －

千円 42,564 48,668 50,905 －

人 0.20 0.20 0.20 －

千円 1,600 1,600 1,600 －

千円 49,498 50,137 50,137 －

千円 44,164 50,268 52,505 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 44,164 50,268 52,505 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①英語指導補助員を派遣した学校数

Ａ Ａ Ｃ
①英語活動の充実と教員の指導
力の向上を更に図る。

管
理
係

Ａ Ａ Ａ Ｂ

②派遣する講師数（延べ人数）

③英語指導員の学校への派遣校数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

18 英語学習指導事業
発達の段階に応じ
た本物の英語にふ
れる体験を通し
て、国際理解教育
が推進できている
状態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＣＡ Ａ Ｃ
①小中学校で夏季学力補充教室
を、継続して実施する。

管
理
係

Ａ Ａ Ａ Ｂ

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

17
学力向上支援講師
配置事業

児童・生徒が学習
に意欲的に取り組
み、学力向上が図
られ、習熟度格差
が解消されている
状態

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する
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【教育委員会 学校教育部 教育指導課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

回 8 8 8 8

男/女 34人/34人 34人/34人 34人/34人 34人/34人

校 34 34 34 34

④派遣生徒1人当たりの経費 総経費 円 334,779 421,661 437,118 －

区負担 円 294,779 381,662 397,118 －

千円 21,165 27,073 28,124 －

人 0.20 0.20 0.20 －

千円 1,600 1,600 1,600 －

千円 25,037 27,107 27,107 －

千円 22,765 28,673 29,724 －

千円 2,720 2,720 2,720 －

千円 0 0 0 －

千円 20,045 25,953 27,004 －

人 44 44 47 50

回 1,274 1,444 1,263 2,000

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

④ 遣 数 経費

①日本語指導派遣申請人数

②日本語指導派遣回数

③派遣により日本語が習得できた人数の割合

20 日本語指導事業

指
標

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①事前研修の開催回数

Ａ Ａ Ｃ
①実施時期、派遣生の選出方
法、費用負担のあり方につい
て、引き続き検討する。

管
理
係

Ａ Ａ Ｃ Ｂ

②男女別派遣生徒数

③生徒を派遣した中学校数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

19
中学生海外派遣事
業

国際交流に寄与す
るとともに、派遣
生の将来の進路選
択に何らかの良い
影響を与える状態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

④派遣回数1回当たりの経費 総経費 円 7,805 8,643 8,679 －

区負担 円 7,805 8,643 8,679 －

千円 11,680 10,161 12,587 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 12,932 12,932 12,932 －

千円 12,480 10,961 13,387 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 12,480 10,961 13,387 －

件 12,774 16,647 21,373 15,000

校 47 69 69 69

％ 68.1 100.0 100.0 100.0

④心のふれあい相談員1人当たりの経費 総経費 円 464,446 446,345 463,435 －

区負担 円 464,446 446,345 463,435 －

千円 20,229 29,204 30,377 －

人 0.20 0.20 0.20 －

千円 1,600 1,600 1,600 －

千円 20,800 30,480 30,963 －

千円 21,829 30,804 31,977 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 21,829 30,804 31,977 －

家庭 7 2 5 100

件 6 2 3 80

①ネリマフレンド派遣家庭数

②とじこもり解消数
指

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①相談総件数

Ａ Ｂ Ｃ
派遣回数増および相談員の有資
格化を検討する。

管
理
係

Ａ Ａ Ａ Ｂ

②心のふれあい相談員配置校

③心のふれあい相談員配置率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

21
心のふれあい相談
員配置事業

心のふれあい相談
員を活用し、学校
組織で児童・保護
者への教育相談が
できる状態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＣＡ Ａ Ｃ
①各母国語に対応した人材の確
保を行う。

管
理
係

Ａ Ａ Ａ Ｂ

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

20 日本語指導事業
日本語指導を希望
する児童・生徒
が、日本語指導事
業により日本語を
生活上不自由なく
使用できる状態

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

％ 85.7 100.0 60.0 80.0

④ネリマフレンド派遣1家庭当たりの経費 総経費 円 276,429 8,485 3,528 －

区負担 円 276,429 8,485 3,528 －

千円 335 97 164 － ①総合教育センターとの連携を 管

③とじこもり解消率

①事　業　費

22
ネリマフレンド派
遣事業 家にとじこもり傾

向にある子供たち
が、地域・社会と

指
標

36



【教育委員会 学校教育部 教育指導課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

人 0.20 0.20 0.20 －

千円 1,600 1,600 1,600 －

千円 617 617 617 －

千円 1,935 1,697 1,764 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 1,935 1,697 1,764 －

件 10,352 11,839 12,171 13,000

校 34 34 34 34

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

④スクールカウンセラー1人当たりの経費 総経費 円 23,529 23,529 23,529 －

区負担 円 23,529 23,529 23,529 －

千円 0 0 0 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

⑤総 経 費（① ③）

Ｃ

①相談総件数

Ａ Ａ Ｃ

①派遣回数を増やすことによ
り、スクールカウンセラーを活
用した校内外の研修会を充実さ
せる。
②生徒、教員、保護者および地
域との連携を図り、教育相談活
動の理解、啓発を図っていく。

管
理
係

Ａ Ａ Ａ Ａ

②スクールカウンセラー配置校

③スクールカウンセラー配置率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

23
スクールカウンセ
ラー配置事業

スクールカウンセ
ラーを活用し、学
校組織での生徒・
保護者への教育相
談ができる状態

指
標

経
費

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＣＡ Ｂ Ｃ 一層図るとともに、教育研究所
構想の中にも位置づけていく。

理
係

Ａ Ｂ Ａ Ｂ②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

かかわれるように
なるなど、段階的
に学校復帰を図れ
る状態

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 800 －

人 36 35 33 －

ー ー ー ー

人 5 5 3 －

④教員1人当たりの経費 総経費 円 8,969,000 8,797,000 8,365,000 －

区負担 円 8,969,000 8,797,000 8,365,000 －

千円 0 0 0 －

人 45.00 42.00 35.00 －

千円 403,600 369,481 292,780 －

千円 0 0 0 －

千円 403,600 369,481 292,780 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 403,600 369,481 292,780 －

人 2,547 2,559 2,493 －

ー ー ー ー

人 788 841 878 －

④教職員1人当たりの経費 総経費 円 － － － －

区負担 円 － － － －

千円 － － － －

人 － － － －

千円 － － － －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①教員数

Ａ Ｂ Ｃ
①今後も着実に事務を推進す
る。

教
職
員
人
事
係

Ａ Ｂ Ａ Ｂ

②

③4月1日付け異動者数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

24
幼稚園教員人事事
務

適正な人事事務に
より、各幼稚園が
活性化し、安定し
ている状態

指
標

経
費

321

⑤総　経 費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

動の理解、啓発を図っていく。

322
小中学校の教育内
容を充実する

②職　員　数

③人　件　費

25
県費負担教職員人
事事務

適正な人事事務に
より、各学校が活
性化し、安定して
いる状態

指
標

経
費

Ｂ Ｃ Ｃ

①教職員数

Ａ Ａ

②

③4月1日付け異動者数

①事　業　費
①今後も着実に事務を推進す
る。

教
職
員
人
事
係

Ａ Ａ Ａ

千円 － － － －

千円 － － － －

千円 － － － －

千円 － － － －

教育環境を整備す
る

④予　算　額（人件費除く）
費

323

係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等
37



【教育委員会 学校教育部 教育指導課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

千円 － － － －
源

⑧区　負　担

38



成果 効率性 必要性 総合評価 取組状況 方向性 委託化 民営化

平成２０年度　事務事業評価　課別総括表 【教育委員会 学校教育部 教育指導課】

－

－

－

23

0

改革・改善案

2 19

Ｆ － － － － － 0 －

Ｅ － － － － － 1 －

－

－ 6 0 22

Ｄ － － － －

分類

Ａ 21 19

評　価

2－

123 18 17 3

07 0

Ｃ 0 0 －

Ｂ 4 6 2
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【教育委員会 学校教育部 総合教育センター課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

㎡ 3,513 3,903 3,903 8,537

件 20 24 25 33

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

④１㎡当たりの維持管理費 総経費 円 10,931 11,111 11,936 －

区負担 円 10,931 11,111 11,936 －

千円 31,999 36,966 40,185 －

人 0.80 0.80 0.80 －

千円 6,400 6,400 6,400 －

千円 34,107 39,149 41,383 －

千円 38,399 43,366 46,585 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 38,399 43,366 46,585 －

件 839 970 1,125 1,200

件 761 717 713 750

％ 50.4 51.1 60.6 65.0

④来室教育相談延べ回数１回当たりの

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ Ｃ
①利用者・職員が安心・快適に
使用できる維持管理をおこな
う。

管
理
係

Ａ Ａ Ａ ＢＡ Ａ

②施設・備品の修繕・補修件数

③修繕・補修件数の率

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

1
総合教育センター
維持管理事務

教職員や区民が安
全で快適に使用で
きる施設の状態

指
標

経
費

小中学校の教育内
容を充実する

322

②電話教育相談件数

③学校復帰率

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

①来室教育相談件数

①延べ床面積

教育相談室の運営

指
標

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

④来室教育相談延べ回数１回当たりの
経費

総経費 円 7,823 7,368 6,329 －

区負担 円 5,046 4,963 4,359 －

千円 48,788 61,201 63,154 －

人 9.80 10.80 10.40 －

千円 31,400 34,400 33,200 －

千円 48,038 61,215 62,092 －

千円 80,188 95,601 96,354 －

千円 0 0 0 －

千円 28,200 31,200 30,000 －

千円 51,988 64,401 66,354 －

人 39 45 40 50

日 187 186 184 194

％ 37.9 36.6 29.4 40.0

④入室児童数1人当たりの経費 総経費 円 543,974 474,978 596,725 －

区負担 円 236,282 208,311 371,725 －

千円 6,815 6,974 7,060 －

人 4.30 4.30 4.30 －

千円 14,400 14,400 14,400 －

千円 7,084 7,174 7,227 －

千円 21,215 21,374 21,460 －

千円 0 0 0 －

千円 12,000 12,000 12,000 －

千円 9,215 9,374 9,460 －

322
小中学校の教育内
容を充実する

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

①8週カンファレンスの励行な
どで、入室はしたものの来室で
きない生徒の割合を減少させ
る。
②個別支援カードを活用し、個
に応じた働きかけを行う。
③適応指導教室での児童の活動
を充実させるため、活動日数を
増やす。
④学校との連携を深める。

研
究
相
談
係

②活動日数（教室開室日数）

③不登校児童に占める入室児童の割合

①事　業　費

②職　員　数 Ａ Ａ Ｃ ＣＢ Ａ Ａ Ｂ

練馬区在住の不登
校の状況にある小
学校児童に対し
て、学校と異なっ
た環境の中での活
動・指導を通して
集団生活への適
応、学習への意欲
化を図り、学校復
帰を支援する状態

指
標

①入室児童数

経
費

3
小学校適応指導教
室「フリーマイン
ド｣の運営事業

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ Ｃ

①複雑化した相談に対応する体
制を検討する。
②発達障害児に対する教育相談
室の係わりを整理する。

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

研
究
相
談
係

Ａ Ａ Ｂ ＡＡ Ａ

⑤総　経　費（①＋③）

2
教育相談室の運営
事業

練馬区在住の幼
児・児童・生徒の
心身の発達段階で
生じた諸問題が解
決され、健やかに
成長できる状態

標

経
費

小中学校の教育内
容を充実する

322
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【教育委員会 学校教育部 総合教育センター課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

人 107 106 122 130

日 182 186 192 192

％ 27.9 26.7 31.9 34.0

④入室生徒1人当たりの経費 総経費 円 289,187 291,387 252,107 －

区負担 円 85,869 149,877 104,566 －

千円 7,543 10,572 10,357 －

人 7.30 6.30 6.30 －

千円 23,400 20,400 20,400 －

千円 7,668 10,648 13,487 －

千円 30,943 30,972 30,757 －

千円 0 0 0 －

千円 21,755 18,617 18,000 －

千円 9,188 12,355 12,757 －

回 33 37 35 108

ー ー ー ー

％ 87.9 94.6 97.1 95.0

①実施回数（外部講師分）

②

③満足度指
標

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①入室生徒数

Ａ Ａ Ｃ

①8週カンファレンスの徹底な
どで、入室はしたものの来室で
きない生徒の割合を減少させ
る。②個別支援カードを活用
し、生徒情報を交換し、情報を
共有することにより発達段階に
応じた働きかけを行う。③教育
相談室との連携を深める。

研
究
相
談
係

Ａ Ａ Ｂ Ｂ

②活動日数（教室開室日数）

③不登校生徒に占める入室生徒の割合

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

4
中学校適応指導教
室「トライ」の運
営事業

不登校の中学生が
集団生活への適応
能力や学習意欲を
高め、学校に復帰
できる状態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

④1回当たりの費用
（総経費／実施回数）

総経費 円 48,242 44,324 46,171 －

区負担 円 48,242 44,324 46,171 －

千円 792 840 816 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 840 840 840 －

千円 1,592 1,640 1,616 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 1,592 1,640 1,616 －

人 372 384 354 430

人 321 256 209 300

％ 81.2 72.4 75.6 80.0

④受講生１人当たりの経費 総経費 円 33,119 38,050 46,646 －

区負担 円 21,904 23,988 29,421 －

千円 1,431 1,341 1,349 －

人 1.90 1.80 1.80 －

千円 9,200 8,400 8,400 －

千円 1,604 1,618 1,509 －

千円 10,631 9,741 9,749 －

千円 0 0 0 －

千円 3,600 3,600 3,600 －

千円 7,031 6,141 6,149 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①延べ定員

Ｂ Ａ Ｃ

①少しでも参加しやすいカリ
キュラムを作ることで、多くの
教員が教育相談のスキルを得る
ための機会を持てるようにす
る。
②ニーズに合致したさらに満足
度の高い研修を目指す。

研
究
相
談
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

②延べ参加人数

③研修の満足度

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

6
学校教育相談研修
事業 多くの教員がカウ

ンセリングマイン
ドを身に付け、児
童・生徒を深く理
解し、教育相談的
視点からの指導・
助言ができる状態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＣＡ Ａ Ｃ

①不登校など配慮と個別支援を
必要とする児童生徒への学校の
支援を強化するため、またその
ニーズに細かく応えるために、
事業の執行方法等を検討する。

研
究
相
談
係

Ａ Ａ Ｂ Ａ
①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

5 学校訪問相談事業 不登校・いじめを
はじめとした教育
相談的配慮を必要
とする児童・生徒
の問題解決のため
に学校が専門家の
指導助言を受けら
れる状態

標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する
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【教育委員会 学校教育部 総合教育センター課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

冊 23,150 23,500 24,000 24,000

回 9 9 5 7

％ － － 94.1 70.0

④一冊当たりの経費
（総経費／発行冊数）

総経費 円 161 162 159 －

区負担 円 135 136 135 －

千円 2,369 2,396 2,441 －

人 0.30 0.30 0.30 －

千円 1,400 1,400 1,400 －

千円 2,434 2,487 2,506 －

千円 3,769 3,796 3,841 －

千円 0 0 0 －

千円 600 600 600 －

千円 3,169 3,196 3,241 －

回 2 2 2 2

ー ー ー ー

件 0.69 0.83 0.75 1

①開催回数

②

③委員一人あたりの改善策数
指
標

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①発行冊子

Ａ Ａ Ｃ

①各冊子の内容確認を行い、内
容を時代にあったものする。
②不登校や親子関係等、家庭教
育や子育てに不安を持つ保護者
に向けて、家庭教育をテーマと
した講演会を実施する。

研
究
相
談
係

Ａ Ａ Ａ Ｂ

②冊子編集委員会・講演会検討会等開催回数

③活用度

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

7
家庭教育手引書
「健やか育てる」
発行等事業

保護者が教育相談
的配慮を持って、
子どもを育てられ
る状態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実させる

件 0.69 0.83 0.75 1

④会議１回当たりの経費 総経費 千円 851 700 700 －

区負担 千円 401 400 400 －

千円 3 0 0 －

人 0.40 0.30 0.30 －

千円 1,700 1,400 1,400 －

千円 15 0 0 －

千円 1,703 1,400 1,400 －

千円 0 0 0 －

千円 900 600 600 －

千円 803 800 800 －

人 254 247 309 270

人 270 270 309 270

％ 49.3 83.3 80.0 70.0

④受講生１人当たりの経費 総経費 円 14,712 14,000 11,275 －

区負担 円 9,988 10,356 8,362 －

千円 137 158 184 －

人 0.70 0.60 0.60 －

千円 3,600 3,300 3,300 －

千円 174 205 191 －

千円 3,737 3,458 3,484 －

千円 0 0 0 －

千円 1,200 900 900 －

千円 2,537 2,558 2,584 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①研修会延べ参加人数

Ａ Ａ Ｃ

①学校のニーズをより把握でき
るようにアンケートの内容を工
夫し、今日的教育課題に対応し
た研修を実施する。

研
究
相
談
係

Ａ Ａ Ａ Ｂ

②定員

③研修の満足度

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

9
実技研修会等の事
業

多くの教員が教育
活動に必要な知
識・技術を身につ
け指導ができる状
態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実させる

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＣＢ Ａ Ｃ
①学校教育支援センターの方針
を協議するため開催回数の増を
図る。

研
究
相
談
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

③委員 人あたりの改善策数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

8
学校教育部門運営
委員会事業

総合教育センター
の事業に学校教育
各界の意見が反映
し、学校教育が充
実する状態

標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する
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【教育委員会 学校教育部 総合教育センター課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

人 750 825 1,000 1,000

時 195 182 231 231

％ 91.1 78.9 85.1 90.0

④研修参加者一人当たりの経費
（総経費／延べ人数）

総経費 円 4,309 4,290 5,194 －

区負担 円 3,109 3,383 4,433 －

千円 732 640 1,898 －

人 0.50 0.40 0.40 －

千円 2,500 2,200 2,200 －

千円 1,495 1,496 2,366 －

千円 3,232 2,840 4,098 －

千円 0 0 0 －

千円 900 600 600 －

千円 2,332 2,240 3,498 －

回 － 143 118 72

部 － 1,050 1,000 1,000

％ － － － 60.0

10 パソコン研修事業

多くの教職員が校
務や授業でパソコ
ンを効果的に活用
できる状態

指
標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

①延べ定員

Ｂ Ａ

②実施時間

③研修の満足度

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ

①ワードの実践的なプログラム
の需要が高いことから、画像編
集なども組み込んだワードの研
修を企画する。画像編集に特化
した研修は廃止する。パワーポ
イントは初級レベルの需要が多
数を占めていることから、中級
の企画を見送り初級の回数を増
やすことを検討する。

研
究
相
談
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

③活用度
指
標

①分科会開催回数

②冊子発行部数

％ 60.0

④冊子１部当たりの経費 総経費 円 － 8,192 7,744 －

区負担 円 － 4,763 4,144 －

千円 － 1,002 944 －

人 － 1.70 1.60 －

千円 － 7,600 6,800 －

千円 － 1,237 1,124 －

千円 － 8,602 7,744 －

千円 － 0 0 －

千円 － 3,600 3,600 －

千円 － 5,002 4,144 －

回 11 12 11 11

部 850 850 850 850

％ － － － 80.0

④報告書１部当たりの経費 総経費 円 5,707 7,190 7,144 －

区負担 円 4,648 6,131 6,085 －

千円 1,943 2,403 2,367 －

人 0.60 0.70 0.70 －

千円 3,300 4,100 4,100 －

千円 2,427 2,458 2,458 －

千円 5,243 6,503 6,467 －

千円 0 0 0 －

千円 900 900 900 －

千円 4,343 5,603 5,567 －

322
小中学校の教育内
容を充実させる

③活用度

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

11 教育研究員事業
教員が各教科等の
内容、指導方法等
を研究し、様々な
課題の解明と指導
力の向上が図られ
ている状態

標

経
費

Ａ Ｂ Ｂ Ｃ ＣＡ Ａ

322
小中学校の教育内
容を充実する

①2年間の活動実績を検証し、
今後の練馬教育研究員制度のあ
り方について検討する。
②1年間の検討結果を踏まえ、
21年度に活動を再開する。

研
究
相
談
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

12 基礎調査事業 学校教育に必要な
児童生徒の実態な
どの情報が調査さ
れ、調査結果が速
やかに教育現場に
提供され、指導上
の参考になってい
る状態

指
標

経
費

Ｂ Ａ Ｃ Ｃ

①分科会開催回数

Ｂ Ａ

②報告書発行部数

③活用度
①基礎調査分科会に所属する教
員から現場の意見を吸い上げ、
より活用に足る調査を実施す
る。
②調査結果の周知については、
校長会、副校長会などで、活用
を呼びかける報告をする。
③調査内容と関連した講演会等
実施する。

研
究
相
談
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ

43



【教育委員会 学校教育部 総合教育センター課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

人 63 82 43 150

人 144 10 20 100

％ 2.1 2.8 1.4 5.0

④1日当たりの運営経費
（総経費／教育資料室開室日）

総経費 円 11,130 7,632 7,500 －

区負担 円 4,983 5,183 5,041 －

千円 416 470 430 －

人 0.60 0.30 0.30 －

千円 2,300 1,400 1,400 －

千円 452 455 445 －

千円 2,716 1,870 1,830 －

千円 0 0 0 －

千円 1,500 600 600 －

千円 1,216 1,270 1,230 －

部 9,000 9,000 9,000 9,000

ー ー ー ー

％ － － － 100.0

小中学校の教育内
容を充実する

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

13
教育資料収集・管
理・提供事業

教員や区民が求め
る教科書や教育資
料が迅速かつ適切
に収集・管理され
提供できる状態

指
標

経
費

322

Ｂ Ｃ Ｃ

①教育資料室延べ利用者数

Ｂ Ａ

②教科書展示会参観者数

③教育資料室利用率

①事　業　費

①必要性に応じるため、ホーム
ページ上の検索システムを年1
回更新し、周知を強化する。
②教育現場での課題に即した
テーマを設定し、関連する図書
を積極的に購入する。
③20年度は小学校教科書の採択
年度となる。教科書展示会の情
報を広く周知し、来場者数の向
上を目指す。

研
究
相
談
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ Ｂ

教育センターだよ
指
標

①発行部数

②

③認知度 ％ 100.0

④広報誌１部当たりの経費 総経費 円 231 226 231 －

区負担 円 97 92 97 －

千円 77 30 76 －

人 0.50 0.50 0.50 －

千円 2,000 2,000 2,000 －

千円 48 63 63 －

千円 2,077 2,030 2,076 －

千円 0 0 0 －

千円 1,200 1,200 1,200 －

千円 877 830 876 －

人 411 461 976 475

人 － － 4,751 475

％ 99.0 99.0 99.0 95.0

④参加者１人当たりの経費 総経費 円 24,976 19,616 10,867 －

区負担 円 19,136 17,013 9,637 －

千円 3,065 3,043 4,057 －

人 1.40 1.00 1.00 －

千円 7,200 6,000 6,000 －

千円 3,450 3,175 4,985 －

千円 10,265 9,043 10,057 －

千円 0 0 0 －

千円 2,400 1,200 1,200 －

千円 7,865 7,843 8,857 －

14
教育センタ だよ
り「銀杏」の発行
事業 「銀杏」がよく読

まれ、総合教育セ
ンターの事業内容
が教職員、教育関
係者によく理解さ
れている状態

標

経
費

322
小中学校の教育内
容を充実する

Ｂ Ａ

③認知度

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ

322
小中学校の教育内
容を充実させる

①教員への教育センターの情報
源としてさらに役立つものとし
て内容を充実させていく。

研
究
相
談
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

③参加者の満足度

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

15 科学教育事業
科学の実験や観察
を通して、多くの
児童・生徒が科学
に対する興味や関
心をもっている状
態

指
標

経
費

Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ

①参加人数

Ａ Ａ

②申込人数

①各教室の授業内容をより充実
させ、児童・生徒の科学に対す
る学習意欲を高める。

研
究
相
談
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ

44



【教育委員会 学校教育部 総合教育センター課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

回 7,861 8,071 8,135 8,130

人 77,878 70,415 70,444 81,200

％ 45.6 46.8 47.2 53.0

④貸出１件当たりの経費 総経費 円 3,720 3,374 2,971 －

区負担 円 3,720 3,374 2,971 －

千円 29,932 28,174 30,667 －

人 0.40 0.40 0.40 －

千円 3,200 3,200 3,200 －

千円 34,107 29,727 30,787 －

千円 33,132 31,374 33,867 －

千円 3,888 4,141 6,659 －

千円 0 0 0 －

千円 29,244 27,233 27,208 －

人 294 242 254 維持

人 1,900 1,923 1,733 維持

％ 64 6 63 9 62 2 70 0

341
生涯学習活動を支
援する

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

16
総合教育センター
施設貸出事業

センター内の各施
設の貸出稼働率が
高く、利用者が施
設を快適に利用し
ている状態

指
標

経
費

Ａ Ｂ Ｃ Ｃ

①各施設の年間貸出延べ回数

Ｂ Ａ

②各施設の年間貸出延べ人数

③貸出稼動率

①接遇の向上を図る。
管
理
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ

社会教育に関する
び

指
標

①囲碁大会･将棋大会の参加者数

②ジュニア・オーケストラ、弦楽体験教室
の参加者数
③囲碁大会･将棋大会、ジュニア・オーケス

％ 64.6 63.9 62.2 70.0

④参加者１人当たりの必要経費 総経費 円 9,830 10,013 10,838 －

区負担 円 9,830 10,013 10,838 －

千円 7,168 7,280 7,135 －

人 1.80 1.80 1.80 －

千円 14,400 14,400 14,400 －

千円 8,300 8,083 7,891 －

千円 21,568 21,680 21,535 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 21,568 21,680 21,535 －

生涯学習活動を支
援する

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

17
事業の企画および
各種講座の企画運
営事務

多くの区民が参加
し、生涯学習を高
めている状態

標

経
費

341

Ｂ Ｃ ＣＢ Ａ

③
トラ、弦楽体験教室の定員達成率

①事　業　費 ①ジュニア・オーケストラの運
営形態について研究・検討す
る。

管
理
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ Ａ

45



成果 効率性 必要性 総合評価 取組状況 方向性 委託化 民営化

0

Ｃ 0 0 －

Ｂ 9 0 0

0

017 9 8 4

8 0

分類

Ａ 8 17

評　価

－ 0 17

－ － 0 －Ｄ － － －

－ － 0 －Ｅ － － －

－ － 0 －Ｆ － － －

平成２０年度　事務事業評価　課別総括表 【教育委員会 学校教育部 総合教育センター課】

－

－

－

17

0

改革・改善案

9 13
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【教育委員会 生涯学習部 生涯学習課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

所 26 26 26 28

ー ー ー ー

％ 42.0 42.0 86.0 100.0

④予約システムに利用登録している団
体の1団体当たりにかかる経費

総経費 円 8,530 4,583 5,001 －

区負担 円 7,832 4,583 5,001 －

千円 26,913 21,786 32,131 －

人 2.50 1.86 1.36 －

千円 20,000 14,880 10,880 －

千円 29,089 26,853 32,131 －

千円 46,913 36,666 43,011 －

千円 0 0 0 －

千円 3,840 0 0 －

千円 43,073 36,666 43,011 －
講
座

523 534 510 560

団体 162 192 186 180

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

①講座開設数

②講座受託団体数

341

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

1
公共施設予約シス
テムの維持管理事
務

区民が施設に出向
かずに公共施設の
利用手続きをして
いる状態

指
標

経
費

生涯学習活動を支
援する

Ａ Ａ Ｃ

①予約システムにより利用手続きができる
施設数

Ａ Ａ

②

③予約システムにより利用手続きができる
施設数の割合

①事　業　費 ①公共施設予約システムの更な
る導入施設を検討する。

庶
務
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ａ Ｃ

団体 162 192 186 180

人 18,698 18,569 16,729 21,000

④参加者１人当たりの総事業経費 総経費 円 1,059 1,074 1,159 －

区負担 円 1,059 1,074 1,159 －

千円 7,802 7,949 7,389 －

人 1.50 1.50 1.50 －

千円 12,000 12,000 12,000 －

千円 7,932 8,248 8,149 －

千円 19,802 19,949 19,389 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 19,802 19,949 19,389 －

件 91 100 93 120

件 50 82 112 150

団体 696 711 552 700

④出前講座と生涯学習団体登録数の１
団体当たりの経費

総経費 円 5,108 4,959 6,225 －

区負担 円 5,108 4,959 6,225 －

千円 20 22 15 －

人 0.50 0.50 0.50 －

千円 4,000 4,000 4,000 －

千円 20 22 15 －

千円 4,020 4,022 4,015 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 4,020 4,022 4,015 －

2
子供家庭教育推進
事業

区民が主体的に子
供の教育や体験活
動に取り組み、区
民に対して子育て
についての学習機
会や子供育成活動
への参加の機会が
提供され、子供に
ついての家庭教育
や安全教育が充実
している状態

指
標

経
費

学習活動の支援と
学習情報の提供

②講座受託団体数

③講座参加者数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ａ Ａ ＣＢ Ａ

①委託料に見合った講座の企
画・運営となるよう助言等の支
援を行い、多くの区民が参加す
る魅力ある講座作りがなされる
ように委託条件の徹底化を図
る。
②新たな教育課題（「親育ち講
座」などの家庭教育支援や障害
児の地域生活支援など）に対応
する講座の定着化を図る。

学
び
支
援
係

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ Ｂ

Ｂ

341

3 生涯学習推進事業

区民相互による生
涯学習活動が主体
的かつ安定的に取
り組まれている状
態

指
標

⑤総　経　費（①＋③）

経
費

Ｂ Ｂ Ａ

⑧区　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

①「区民発」出前講座に登録し
ている人材や生涯学習団体に届
出している団体は、区のさまざ
まな事業において生涯学習ボラ
ンティアとして、貴重な人的社
会資源である。学校教育活動や
学校応援団事業などでの学習支
援ボランティアとしてのシステ
ム構築について検討する。
②生涯学習団体の活動が、より
一層、地域に還元されるように
団体情報を区民同士が相互に交
換できる仕組みを検討する。

学
び
支
援
係

②「区民発」生涯学習出前講座延べ照会数

③生涯学習団体（文化・学習系）届出数

①事　業　費

②職　員　数 Ｂ Ｂ Ｃ

①「区民発」生涯学習出前講座登録数

Ｃ

341
学習活動の支援と
学習情報の提供

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担
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【教育委員会 生涯学習部 生涯学習課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

講座 7 7 7 7

ー ー ー ー

％ 64.2 71.7 89.6 70.0

④１講座当たりの費用 総経費 千円 382 342 303 －

区負担 千円 328 342 303 －

千円 1,068 799 521 －

人 0.20 0.20 0.20 －

千円 1,600 1,600 1,600 －

千円 1,251 953 905 －

千円 2,668 2,399 2,121 －

千円 0 0 0 －

千円 378 0 0 －

千円 2,290 2,399 2,121 －

件 142 144 152 152

ー ー ー ー

％ 94.4 94.4 － 100.0

④達成計 事業 件 経費

学習活動の支援と
学習情報の提供

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

4 人権学習推進事業 ・在住、在勤、在
学者が人権尊重の
理念を正しく理解
し、日常生活にお
いて態度や行動に
表れるような人権
感覚が身について
いる状態

指
標

経
費

341

Ｂ Ｃ Ｃ

①実施講座数

Ａ Ｂ

②

③講座参加者数

①事　業　費 ①人権問題について、様々な視
点から講座を実施し、特に子供
を対象とした取り組みを行な
う。

学
び
支
援
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ Ａ

5
生涯学習事業の調

指
標

①計画事業数

②

③計画事業達成率

生
涯
学

④達成計画事業1件当たりの経費 総経費 千円 17 17 － －

区負担 千円 17 17 － －

千円 0 108 0 －

人 0.30 0.30 0.30 －

千円 2,400 2,400 2,400 －

千円 － 133 － －

千円 2,400 2,508 2,400 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 2,400 2,508 2,400 －

件 234 193 150 150

ー ー ー ー

％ 99.2 95.8 98.0 80.0

④学習相談1件当たりの経費 総経費 円 23,932 29,016 23,300 －

区負担 円 23,932 29,016 23,300 －

千円 0 0 0 －

人 0.70 0.70 0.70 －

千円 5,600 5,600 5,600 －

千円 － － － －

千円 5,600 5,600 5,600 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 5,600 5,600 5,600 －

5
生涯学習事業の調
整事務 生涯学習の理念で

ある「いつでも、
どこでも、だれで
も」学習活動を行
うことができるよ
うな支援施策が整
備されている状態

経
費

341
生涯学習活動を支
援する

Ｂ Ａ

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ

341
生涯学習活動を支
援する

①平成20年度は「練馬区生涯学
習支援プラン21(第3期)」に基
づき事業を継続実施する。

学
習
主
査
（

社
会
教
育
主
事
）

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

③学習相談の解決割合

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

6
社会教育に係る助
言・指導事業

社会教育を行う者
が、適切な助言や
指導を受けること
ができる状態

指
標

経
費

Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ

①学習相談件数(各種検討会議を含む）

Ａ Ａ

②

①練馬区新長期計画において
も、「生涯学習活動の支援」を
掲げており、区民主体の学習活
動を支援するための学習相談活
動についても、相談用資料を充
実するなど、その取組みを強化
する。
②社会教育主事を効果的に活用
し、生涯学習支援施策の質的向
上を図る。

生
涯
学
習
主
査
（

社
会
教
育
主
事
）

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ
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【教育委員会 生涯学習部 生涯学習課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

部 12,000 9,000 7,000 8,000

ー ー ー ー

件 419 420 417 400

④生涯学習ガイドブック1冊中の情報1
件当たりの経費

総経費 円 1 1 1 －

区負担 円 1 1 1 －

千円 737 798 662 －

人 0.30 0.30 0.30 －

千円 2,400 2,400 2,400 －

千円 908 840 662 －

千円 3,137 3,198 3,062 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 3,137 3,198 3,062 －

校数 6 10 23 69

日 683 1,042 1,516 11,238

341
生涯学習活動を支
援する

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

7
生涯学習情報の収
集・提供事務

生涯学習活動を行
う区民が必要な情
報を入手できる状
態

指
標

経
費

Ａ Ｂ Ａ Ｃ

①生涯学習ガイドブック発行部数

Ａ Ａ

②

③生涯学習ガイドブック掲載索引項目数

①生涯学習情報の提供事務は、
今後の生涯学習施策の中でも中
核的なものであり、効率的な執
行をめざしながら今後も継続し
て実施する。

生
涯
学
習
主
査
（

社
会
教
育
主
事
）

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ａ

指

①学校応援団校数
（学校応援団推進校数＋準備校数）

②児童放課後等居場所づくり事業実施日数

③学校応援団構成員数 人 259 442 1,090 3,255

④児童放課後等居場所づくり事業実施
日１日当たりの経費

総経費 円 41,741 36,790 39,945 －

区負担 円 41,741 36,790 32,652 －

千円 18,909 28,735 44,557 －

人 1.20 1.20 2.00 －

千円 9,600 9,600 16,000 －

千円 21,891 47,078 84,520 －

千円 28,509 38,335 60,557 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 11,056 －

千円 28,509 38,335 49,501 －
延べ
日数 46,910 41,949 43,131 31,000

ー ー ー ー

人 2,478,490 2,397,431 2,430,067 1,462,000

④利用者１人当たりの経費 総経費 円 57 61 55 －

区負担 円 54 57 52 －

千円 119,912 117,716 107,399 －

人 3.30 3.30 3.60 －

千円 22,000 22,000 27,000 －

千円 134,010 126,949 120,385 －

千円 141,912 139,716 134,399 －

千円 7,464 7,350 7,250 －

千円 0 2,500 2,000 －

千円 134,448 129,866 125,149 －

地域とともに歩む
学校づくりを推進
する

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

8
学校応援団推進事
業

学校応援団推進事
業に、より多くの
地域住民が関わる
ことにより、開か
れた小学校づくり
が進んでいる状態

指
標

経
費

312

Ａ Ａ ＣＡ Ａ

③学校応援団構成員数

①事　業　費

①20年度に学校応援団推進校36
校、21年度に学校応援団推進校
56校に拡充して、児童放課後等
居場所づくり事業等を地域委託
により実施する。

学
校
応
援
団
・
開
放
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ａ Ａ

9 学校開放事業 学校設備が、学
校・地域・家庭が
連携することによ
り、区民の学習・
文化・スポーツ活
動の場として地域
住民に活用されて
いる状態

指
標

経
費

341
生涯学習活動を支
援する

①開放日数（＝延べ利用回数）

Ａ Ａ

②

③利用人数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｃ

①学校応援団の全校早期設立に
向け、学校開放事業との整理統
合を推進する。
②さらなる開放事業中の安全安
心対策の徹底を図る。
③円滑な運営を推進するため、
区職員による会計監査を徹底す
る。

学
校
応
援
団
・
開
放
係⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

49



【教育委員会 生涯学習部 生涯学習課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

人 40,021 41,618 38,986 50,000

ー ー ー ー

％ 49.5 51.5 49.2 70.0

④利用者１人当たりの経費 総経費 円 8,933 8,882 8,903 －

区負担 円 7,239 7,248 8,669 －

千円 333,503 349,659 339,770 －

人 3.00 2.50 2.50 －

千円 24,000 20,000 20,000 －

千円 812,481 825,793 772,204 －

千円 357,503 369,659 359,770 －

千円 67,794 68,016 70,015 －

千円 0 0 0 －

千円 289,709 301,643 289,755 －

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

ー ー ー ー

％ 63.5 65.5 68.2 100.0

①少年自然の家利用学校数の割合

②

③少年自然の家を利用して「良かった」と
答えた学校の割合

①一般利用者数

Ｂ Ｂ

③部屋の稼働率

少年自然の家維持 小 中学校全校が

指
標

①ハード面では、引き続き計画
的に、安全で衛生的な宿舎を維
持できるよう努める。
②ソフト面で食事の改善を行っ
てきているが、十分でない部分
が見受けられるので、引き続き
種類や品質の向上に努める。

少
年
自
然
の
家
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

②

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ａ

⑤総　経　費（①＋③）

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

10
少年自然の家を利
用した保養促進事
業

区民の財産である
少年自然の家が有
効活用され、区民
の保養のための旅
行先として、一人
でも多くの人が気
軽に利用している
状態

指
標

経
費

341
生涯学習活動を支
援する

財
源

④児童生徒１人当たりの経費 総経費 円 7,955 8,162 8,379 －

区負担 円 7,955 8,162 8,379 －

千円 435,489 444,587 432,434 －

人 3.00 2.50 2.50 －

千円 24,000 20,000 20,000 －

千円 812,481 825,793 772,204 －

千円 459,489 464,587 452,434 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 459,489 464,587 452,434 －

件 169 157 197 200

件 76 76 63 70

件 63 76 50 65

④保護措置1件当たりの経費 総経費 千円 250 196 313 －

区負担 千円 215 173 276 －

千円 3,766 2,923 3,670 －

人 1.50 1.50 1.50 －

千円 12,000 12,000 12,000 －

千円 4,260 4,014 3,676 －

千円 15,766 14,923 15,670 －

千円 0 0 0 －

千円 2,250 1,800 1,875 －

千円 13,516 13,123 13,795 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①埋蔵文化財受付数

Ｂ Ａ Ｃ

①引き続き上記埋蔵文化財の
データをGISと互換性を持たせ
るよう、作業を行う。試行の後
将来は誰でも利用できるよう検
討する。

文
化
財
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

②発掘届受理数

③保護措置完了数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

12
埋蔵文化財保護事
業

遺跡地での開発す
べてについて、経
済活動を保証しつ
つ法に基づく保護
措置が図られてい
る状態

指
標

経
費

344
文化財と伝統文化
を保存・活用・継
承する

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＡＢ Ａ Ａ

①食事提供において、利用者に
よってはアンケートでの満足度
が十分でないため、引き続き種
類や品質の向上に努める。

少
年
自
然
の
家
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

341
生涯学習活動を支
援する

答えた学校の割合

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

⑤総　経　費（①＋③）

11
少年自然の家維持
運営事務

小・中学校全校が
校外学習事業で少
年自然の家を安
全・快適に利用
し、各校の教育目
標に合致する体験
学習や規律ある集
団宿泊生活を実施
している状態

標

経
費
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【教育委員会 生涯学習部 生涯学習課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

件 10 16 10 10

件 6 16 10 10

件 2,947 2,957 2,957 3,000

④収蔵資料1点当たりの保存経費 総経費 円 2,187 2,302 2,308 －

区負担 円 2,187 2,302 2,308 －

千円 2,444 2,806 2,822 －

人 0.50 0.50 0.50 －

千円 4,000 4,000 4,000 －

千円 2,405 2,405 2,995 －

千円 6,444 6,806 6,822 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 6,444 6,806 6,822 －

件 172 182 192 212

ー ー ー ー

件 168 174 181 212

④登録 件 経費

①文化財の指定・登録（目標）

②

③指定・登録件数

14
文化財の指定・登

指
標

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｂ

①寄贈申込件数

Ｂ Ｂ Ｃ

①(仮称）「ふるさと文化館」
の開設に向けて、企画展示・常
設展示等の資料収集に努める。
②収蔵資料のデータベース化を
さらに進め、資料の検索可能性
を上げる。
③（仮称）「ふるさと文化館」
収蔵に向けて、資料のICタグ管
理を目指す。

郷
土
文
化
施
設
係

Ａ Ｂ Ｂ Ａ

②収蔵調査件数

③収蔵民俗目標数に対する収蔵資料数の割合

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

13
郷土資料の収集・
保存事業

未収蔵資料の散逸
が防止され、収蔵
資料の保存環境が
保たれている状態

指
標

経
費

344
文化財と伝統文化
を保存・活用・継
承する

④登録1件当たりの経費 総経費 円 66,232 63,793 61,470 －

区負担 円 66,232 63,793 61,470 －

千円 3,127 3,100 3,126 －

人 1.00 1.00 1.00 －

千円 8,000 8,000 8,000 －

千円 3,248 3,447 3,500 －

千円 11,127 11,100 11,126 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 11,127 11,100 11,126 －

回 11 7 8 21

人 2,300 2,400 2,500 3,000

人 2,473 2,640 2,619 3,000

④参加者１人当たりの経費 総経費 円 5,522 5,091 5,069 －

区負担 円 5,522 5,091 5,069 －

千円 1,657 1,439 1,276 －

人 1.50 1.50 1.50 －

千円 12,000 12,000 12,000 －

千円 2,149 1,603 1,565 －

千円 13,657 13,439 13,276 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 13,657 13,439 13,276 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

①文化財講座等の催事回数

Ａ Ａ Ｃ
①（仮称）「ふるさと文化館」
の整備計画の進捗にあわせ、事
務事業の再配分を検討する。

文
化
財
係

Ａ Ａ Ｃ Ａ

②文化財講座等の募集

③延べ参加者数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

15
文化財の活用・周
知事業

区民の文化財に対
する関心が高ま
り、地域に愛着を
もって生活してい
る状態

指
標

経
費

344
文化財と伝統文化
を保存・活用・継
承する

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＣＢ Ａ Ｃ

①諮問案件調査には非常勤の専
門職が担当する。
②区民が通常見ることが可能な
文化財を増やす。

文
化
財
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

14
文化財の指定 登
録事業

区民が大切と思う
文化財が保存さ
れ、周知されてい
る状態

経
費

344
文化財と伝統文化
を保存・活用・継
承する
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【教育委員会 生涯学習部 生涯学習課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

件 23 25 23 23

件 ー ー ー ー

人 19,403 22,063 22,233 18,000

④来館者・事業参加者数1人当たりの
経費

総経費 円 709 620 612 －

区負担 円 709 620 612 －

千円 1,756 1,696 1,594 －

人 1.50 1.50 1.50 －

千円 12,000 12,000 12,000 －

千円 1,857 1,733 1,594 －

千円 13,756 13,696 13,594 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 13,756 13,696 13,594 －

館 0 0 0 －

％ － 25 50 －

人 19,403 22,063 23,053 －

①（仮称）ふるさと文化館の整備数

②新長期・中期実施計画の進捗状況

③区の伝統文化や文化財への関心度
指
標

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｂ

①展示および区民参加の事業数

Ａ Ａ Ｃ

①平成21年度に（仮称）「ふる
さと文化館」の開設予定。
②郷土資料室内の資料を整理
し、（仮称）「ふるさと文化
館」開設にあたりデータベース
化する。

郷
土
文
化
施
設
係

Ａ Ａ Ｂ Ａ

②

③延べ来館者数等

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

16
郷土資料の活用・
周知事業

練馬の歴史や民
俗、自然等に関心
を示し、多くの人
が郷土資料を活用
している状態

指
標

経
費

344
文化財と伝統文化
を保存・活用・継
承する

人 19,403 22,063 23,053

④ 総経費 千円 － － － －

区負担 千円 － － － －

千円 220 8,356 50,294 －

人 0.65 1.00 2.00 －

千円 5,200 8,000 16,000 －

千円 355 10,550 58,435 －

千円 5,420 16,356 66,294 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 48,000 －

千円 5,420 16,356 18,294 －

人 20 21 21 21

回 3 3 3 2

人 7 9 9 10

④委員1人当たりの経費 総経費 千円 140 137 137 －

区負担 千円 140 137 137 －

千円 405 465 385 －

人 0.30 0.30 0.30 －

千円 2,400 2,400 2,400 －

千円 575 556 436 －

千円 2,805 2,865 2,785 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 2,805 2,865 2,785 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＡＡ Ａ Ｃ

①実施設計に基づき工事に着手
する。
②事業内容を検討するため区民
参加の懇談会を開催する。
③活動展示室等の展示資料の収
集を継続する。

郷
土
文
化
施
設
係

Ａ Ａ Ｂ Ｂ

③区の伝統文化や文化財 の関心度

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

17
（仮称）ふるさと
文化館の整備事業 区民が歴史や自然

など区の文化を知
り、新たな文化活
動が起こり、誇り
を持って練馬区を
ふるさとと言える
状態

標

経
費

344
文化財と伝統文化
を保存・活用・継
承する

341
生涯学習活動を支
援する

③委員のうち、公民館利用者および公募委員の人数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

18
公民館運営審議会
事務

公民館が区民の参
画と協働により適
正に運営されてい
る状態

指
標

経
費

Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ

①委員数

Ｂ Ｂ

②開催数

①現状の公民館運営審議会を継
続して運営するが、公民館運営
審議会委員の公募枠をさらに広
げるための検討をする。
②引き続き、公運審に代わる新
たな組織（生涯学習に関する意
欲と能力を持った区民や団体等
のボランティアによる運営組
織）づくりの検討も進める。

練
馬
公
民
館

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ
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【教育委員会 生涯学習部 生涯学習課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

講
座

14 15 12 15

回 21 18 20 20

人 6,703 5,208 6,134 5,500

④参加者１人当たりの経費
（19年度から児童合唱団、こどもえいがかいのみ）

総経費 円 945 1,240 1,546 －

区負担 円 945 1,240 1,546 －

千円 2,336 2,457 2,634 －

人 0.50 0.50 0.50 －

千円 4,000 4,000 4,000 －

千円 2,688 2,482 2,427 －

千円 6,336 6,457 6,634 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 6,336 6,457 6,634 －

人 229,099 204,155 210,037 230,000

件 8,596 8,160 9,247 8,400

％ 65.1 61.7 68.1 70.0

341
生涯学習活動を支
援する

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

19 児童青少年事業
希望する児童、青
少年が多様な選択
ができるように、
各種の講座・事業
が開かれている状
態

指
標

経
費

Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ

①児童・青少年向けの講座数

Ａ Ａ

②こどもえいがかいの開催数

③児童・青少年向け講座延参加者数

①「区民大学」「公民館サポー
ターズ講座」「公開講座」の枠
の中で、子ども向け、親子参加
型講座を10講座程度実施する。
②練馬児童合唱団、こどもえい
がかいを主催事業として行う。

練
馬
公
民
館

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ａ

指
標

①施設利用者数

②施設利用件数

③施設利用率 ％ 65.1 61.7 68.1 70.0

④利用者1人当たりの経費 総経費 円 470 494 430 －

区負担 円 419 494 430 －

千円 91,734 94,850 83,902 －

人 2.00 2.20 2.20 －

千円 16,000 16,800 16,800 －

千円 94,836 94,797 90,778 －

千円 107,734 111,650 100,702 －

千円 11,700 10,800 10,405 －

千円 0 0 0 －

千円 96,034 100,850 90,297 －
科
目

29 27 21 25

人 3,531 4,615 5,404 4,500

％ 81.0 81.0 81.0 85.0

④受講生1人当たりの経費 総経費 円 3,663 2,848 2,602 －

区負担 円 3,663 2,848 2,602 －

千円 1,735 1,947 1,661 －

人 1.40 1.40 1.70 －

千円 11,200 11,200 12,400 －

千円 1,847 1,796 1,652 －

千円 12,935 13,147 14,061 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 12,935 13,147 14,061 －

人 4,172 4,628 4,615 4,500

人 6 959 6 857 6 692 6 500

生涯学習活動を支
援する

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

20
公民館貸出管理事
務 ①公民館が区民に

安全、快適に利用
されている状態
②分かりやすく、
簡便な方法で公民
館を利用できる状
態

標

経
費

341

Ｂ Ａ ＣＢ Ｂ

③施設利用率

①事　業　費

①窓口業務および施設維持管理
の委託内容を検証する。
②併設の図書館との調整を図り
つつ、開館日の拡大、通年開館
を更に検討する。
③「公共施設予約システム」に
ついて引き続き検証する。

練
馬
公
民
館

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ Ｂ

21 区民教養講座事業

区民が、自己の関
心に沿った様々な
講座を受講できる
状態

指
標

経
費

341
生涯学習活動を支
援する

①講座数

Ｂ Ｂ

②延受講者数

③満足と回答した受講者の割合

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ

①区民の学習要望に応えるた
め、区民大学や区民企画講座と
して行い、区内大学等と連携し
た公開講座を開催する。
②講座参加者の受益者負担につ
いては、継続して検討する。

練
馬
公
民
館

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

①寿大学延受講者人数

②寿大学通信講座延受講者数 人 6,959 6,857 6,692 6,500

％ 84.3 90.4 88.8 85.0

④受講生1人当たりの経費 総経費 円 966 913 958 －

区負担 円 966 913 958 －

③満足と回答した受講者の割合

22 高齢者事業
①高齢者が、自己
の関心に沿った希

指
標

②寿大学通信講座延受講者数

①講座を運営する際の区民団体
や地域の人材との協働について 練
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【教育委員会 生涯学習部 生涯学習課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

千円 2,458 2,484 2,673 －

人 1.00 1.00 1.40 －

千円 8,000 8,000 8,160 －

千円 2,853 2,847 2,736 －

千円 10,458 10,484 10,833 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 10,458 10,484 10,833 －

回 46 44 47 45

ー ー ー ー

人 6,738 5,023 7,111 5,000

④観客1人当たりの経費 総経費 円 1,388 1,894 1,376 －

区負担 円 1,388 1,894 1,376 －

千円 1,351 1,512 1,786 －

人 1.00 1.00 1.00 －

千円 8,000 8,000 8,000 －

341
生涯学習活動を支
援する

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

の関心に沿った希
望する科目の講座
を受講できる状態
②講座への参加の
機会が均等になる
状態

経
費

Ａ Ｂ Ｂ Ｃ ＣＡ Ａ

や地域の人材との協働について
は引き続き継続する。
②多くの受講者に対応するた
め、周辺施設との連携等につい
ては引き続き検討する。

練
馬
公
民
館

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予 算 額（人件費除く）

23 芸術鑑賞事業 ①各事業に多くの
参加者があり、事
業内容が充実して
いる状態
②有望な芸術家
が、公民館を発表

指
標

経
費

Ａ Ｂ Ｃ Ｃ

①事業実施回数

Ａ Ａ

②

③延観客数
①引き続き「公民館ファミリー
コンサート」の出演者を公募す
る。それと同時に良質な芸術を
提供するため、プロが出演する
催し物も開催する。
②映画鑑賞会、こどもえいがか
いを実施する

練
馬
公
民
館

Ａ Ａ

千円 1,568 1,528 1,828 －

千円 9,351 9,512 9,786 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 9,351 9,512 9,786 －

講座 35 34 31 35

ー ー ー ー

人 2,262 1,850 1,943 1,500

④受講者1人当たりの経費 総経費 円 4,103 5,049 157 －

区負担 円 4,103 5,049 157 －

千円 481 541 304 －

人 1.10 1.10 1.10 －

千円 8,800 8,800 8,800 －

千円 235 269 308 －

千円 9,281 9,341 9,104 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 9,281 9,341 9,104 －

回 16 16 16 16

回 3 4 2 3

人 13,403 16,266 13,844 15,000

④区民文化祭およびサークル文化祭1
回当たりの経費

総経費 千円 324 308 358 －

区負担 千円 324 308 358 －

千円 1,361 1,352 1,238 －

人 0 60 0 60 0 70 －

341
生涯学習活動を支
援する

④予　算 額（人件費除く）の場として活動で
きる状態

生涯学習活動を支
援する

いを実施する。
③「郷土芸能ねりま座」の第9
回目の公演を開催する。

館

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

24 区民参画協働事業

①「公民館サポー
ターズ（公民館事
業への協力者・協
力団体）が広く集
まり、学習成果の
還元活動が「公民
館サポーターズ講
座」などの事業と
して行われている
状態
②「公民館サポー
ター」による自主
活動や自主事業が
充実し、活性化さ
れている状態

指
標

経
費

341

Ｂ Ｃ Ｃ

①講座事業数(サポーターズ）

Ａ Ａ

②

③延受講者数（サポーターズ講座）

①事　業　費 ①公民館の主催事業の公募であ
るため、公募内容などを検討す
る。

練
馬
公
民
館

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ａ Ａ

25
自主的文化活動支
援事業

区民の自立した魅
力ある活動に対応
して、各連盟、団
体の活動が活性化

指
標

①区民文化祭実施回数（種目数）

Ｂ Ａ

②サークル文化祭実施回数

③延観客数（参加者数含む）

①事　業　費

②職 員 数 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ

①引き続き、区民文化祭を教育
委員会との共催とし、施設使用
の優遇、経費の一部負担を行
う。
②自主サークル連絡会による

練
馬
公人 0.60 0.60 0.70

千円 4,800 4,800 5,200 －

千円 1,362 1,362 1,246 －

千円 6,161 6,152 6,438 －

体の活動が活性化
され、文化祭が充
実している状態

経
費

341
生涯学習活動を支

②職　員 数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

サークル文化祭が、より多くの
区民の参加を受け入れるように
なるために、組織の安定化のた
めの支援を行う。

民
館

⑤総　経　費（①＋③）
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【教育委員会 生涯学習部 生涯学習課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 6,161 6,152 6,438 －

人 97 95 37 100

人 1,031 976 531 1,000

人 42 40 23 45

④延べ受講生1人当たりの経費 総経費 円 1,473 1,559 2,372 －

区負担 円 1,473 1,559 2,372 －

千円 719 722 460 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 720 722 668 －

千円 1,519 1,522 1,260 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 1,519 1,522 1,260 －

341
援する

341
生涯学習活動を支
援する

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

③日本語講座修了者数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

26 国際理解推進事業

講座参加者が、国
際理解の推進に役
立つ知識や技能を
身につけている状
態

指
標

経
費

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

①日本語講座応募者数

Ｂ Ａ

②日本語講座延受講者数

①日本語講座については、様々
な機関で実施しているため、実
施内容などを検討する。
②国際理解推進のための多様な
事業を計画する。

練
馬
公
民
館

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ

①青少年館主催事業数 事業 29 31 31 32

ー ー ー ー

人 24,250 24,350 28,231 39,000

④事業参加者一人当たりに要する費用 総経費 円 1,906 1,880 1,641 －

区負担 円 1,895 1,875 1,633 －

千円 14,215 13,779 14,314 －

人 4.00 4.00 4.00 －

千円 32,000 32,000 32,000 －

千円 15,738 15,894 28,328 －

千円 46,215 45,779 46,314 －

千円 255 217 224 －

千円 0 0 0 －

千円 45,960 45,562 46,090 －

件 9,209 7,973 9,769 9,700

ー ー ー ー

％ 48.5 46.15 50.6 50.0

④利用者一人当たりに要する費用 総経費 円 498 1,831 338 －

区負担 円 456 1,792 310 －

千円 42,015 149,108 28,786 －

人 1.00 1.00 1.00 －

千円 8,000 8,000 8,000 －

千円 50,395 198,131 28,328 －

千円 50,015 157,108 36,786 －

千円 4,121 3,324 3,074 －

千円 0 0 0 －

331
青少年の自主的な
活動を支援する

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

27
青少年のための各
種講座等事業

より多くの青少年
が事業に参加し、
自らの可能性を発
見するきっかけを
得ている状態

指
標

経
費

Ｃ Ｂ Ａ Ｃ

①青少年館主催事業数

Ｂ Ａ

②

③事業への延べ参加人数

青少年の自主的な
活動を支援する

①主催講座について、民間団
体、ＮＰＯ等への委託化の検討
を進め、可能なものから委託化
を実施する。
②青年学級について、改革の実
現に向けて、さらに検討を進め
る。

春
日
町
青
少
年
館

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

28
青少年館貸出管理
事務

生涯学習活動をし
たい青少年等が、
簡便に施設を利用
できる状態

指
標

経
費

331

Ｂ Ａ Ｃ

①部屋別時間帯別貸出件数

Ａ Ａ

②

③青少年館全利用者に占める青少年団体・
館主催事業の割合

①事　業　費

①青少年のニーズに的確に応え
る事業を実施し、さらに青少年
の利用の拡大をはかる。
②効率的な業務執行体制につい
て、さらに検討・実施してい
く。

春
日
町
青
少
年
館

⑤総　経　費（①＋③）

財
⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都 支 出 金 等

Ａ Ａ Ａ

千円 0 0 0

千円 45,894 153,784 33,712 －

冊 7,893 2,053 3,034 3,500

人 95,521 76,119 68,139 75,000

源
⑦国  都 支 出 金 等

⑧区　負　担

指

①有料企画展の図録販売数

②収蔵作品展・企画展・学校展等を含む総入館者数
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【教育委員会 生涯学習部 生涯学習課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

冊 1973 411 606 600

④総入館者数１人当たり展示事業経費 総経費 円 669 629 862 －

区負担 円 467 510 734 －

千円 63,916 47,850 58,741 －

人 3.10 3.10 3.10 －

千円 24,800 24,800 24,800 －

千円 71,688 51,915 59,789 －

千円 88,716 72,650 83,541 －

千円 15,401 5,523 5,231 －

千円 3,896 3,500 3,500 －

千円 69,419 63,627 74,810 －

回
(人)

118
（4,917）

161
(4,118)

116
(3,137)

130
(5,000)

件 28 32 29 30

人 44 26 27 33

④各種講座とギャラリートーク参加者
１人当たりの経費

総経費 円 3,482 3,238 4,257 －

29 展示事業
企画展紹介図録等
を購入したくなる
質の高い展覧会を
通じて、美術館来
館者が芸術につい
ての理解が深まる
状態

指
標

経
費

341
生涯学習活動を支
援する

Ａ Ａ

③図録作成企画展１回当たりの図録販売数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ
①引き続き図録の割引販売を行
い、収入増と図録整理を行う。

練
馬
区
立
美
術
館

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

③１回のギャラリートークの参加者数
30 教育普及事業

指
標

①各種講座とギャラリートークの開催数
（参加人数）
②学校との連携事業の回数
（クラス単位での入館件数を含む）

練１人当たりの経費
区負担 円 2,690 3,238 4,257 －

千円 5,124 1,335 1,353 －

人 1.50 1.50 1.50 －

千円 12,000 12,000 12,000 －

千円 5,195 1,351 1,358 －

千円 17,124 13,335 13,353 －

千円 0 0 0 －

千円 3,895 0 0 －

千円 13,229 13,335 13,353 －

回 2 2 2 2

人 18 18 18 18

人 25 26 21 36

④　委員１人当たりの経費 総経費 円 23,240 20,962 22,761 －

区負担 円 23,240 20,962 22,761 －

千円 421 385 318 －

人 0.02 0.02 0.02 －

千円 160 160 160 －

千円 619 619 591 －

千円 581 545 478 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 581 545 478 －

日 254 258 258 240

件 306 339 340 340

日 254 258 258 240

341
生涯学習活動を支
援する

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

教育普及事業の拡
充を図ることで、
美術・芸術につい
ての理解が深めら
れている状態 経

費

Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ ＣＢ Ｂ

341
生涯学習活動を支
援する

①引き続き美術館サポーターの
組織化を図る。
②学校との連携をさらに深め、
地域の美術館としての活動をさ
らに充実する。

練
馬
区
立
美
術
館

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

31
美術館運営協議会
事務

公立（区立）美術
館のあるべき姿を
議論できる状態

指
標

経
費

Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

①　委員会の開催数

Ｂ Ａ

②　委員数

③　委員の出席数

①女性委員の増を図る。
②日程の調整、周知等を図り委
員の出席率の向上に努める。

練
馬
区
立
美
術
館

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ

指

①　一般展示室利用延べ件数（日数）

②　創作室利用件数（半日単位）

③ 一般展示室利用日数 日 254 258 258 240

④　開館日数１日当たりの電気料
　（併設施設含む全電気料であり

総経費 円 39,776 38,193 43,085 －

区負担 円 39,776 38,193 43,085 －

32 施設貸出管理事業 美術に親しみ、館
活動の成果を社会
に還元するなど、

指
標

③　一般展示室利用日数

練
馬
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【教育委員会 生涯学習部 生涯学習課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

千円 58,057 64,642 63,553 －

人 0.40 0.40 0.40 －

千円 3,200 3,200 3,200 －

千円 72,614 67,653 64,372 －

千円 61,257 67,842 66,753 －

千円 1,763 1,633 1,725 －

千円 0 0 0 －

千円 59,494 66,209 65,028 －

生涯学習活動を支
援する

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

生涯を通して自ら
学び、成長してい
こうと
する区民の主体的
な活動を支援して
いる状態

経
費

341

Ｂ Ｃ ＣＡ Ａ
①事　業　費 ①引き続き可能な限りの貸出に

努めていく。

区
立
美
術
館

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ａ Ｂ
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成果 効率性 必要性 総合評価 取組状況 方向性 委託化 民営化

平成２０年度　事務事業評価　課別総括表 【教育委員会 生涯学習部 生涯学習課】

－

－

－

29

2

改革・改善案

20 26

Ｆ － － － － － 0 －

Ｅ － － － － － 0 －

－

－ 4 0 17

Ｄ － － － －

分類

Ａ 16 24

評　価

0－

1132 15 8 6

417 1

Ｃ 0 0 －

Ｂ 16 8 0
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【教育委員会 生涯学習部 スポーツ振興課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

施設 6 7 7 8

－ － － －

人 8,300 11,264 10,225 14,000

④参加１人当たりの経費 総経費 円 96 71 78 －

区負担 円 96 71 78 －

千円 0 0 0 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 800 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 800 800 800 －

館 6 6 6 7

－ － － －

館 6 6 6 7

④

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

④予　算　額（人件費除く）

Ａ Ｂ

①中村南スポーツ交流センター
開設に向けて、中村南地区ＳＳ
Ｃの立ち上げを促し、既存の6
つのＳＳＣと同様に事業を委託
化していく。

管
理
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

343

①実施会場数

Ｂ Ａ

②

③参加人数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

1
体育の日記念行事
事業

本事業を通じて、
区民がスポーツに
関心を持ち日常的
にスポーツに親し
んでいる状態

指
標

経
費

スポーツ活動を支
援する

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位

②

③区民体育館の整備数

事務事業の
目指す状態

①区民体育館数

〔目　標〕

2
スポーツ施設の建

指
標

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

④ 総経費 － － － －

区負担 － － － －

千円 60,781 2,152,453 568,390 －

人 1.20 1.20 1.20 －

千円 9,600 9,600 9,600 －

千円 87,227 2,153,850 568,390 －

千円 70,381 2,162,053 577,990 －

千円 0 0 0 －

千円 26,220 514,000 59,000 －

千円 44,161 1,648,053 518,990 －

人 20,580 20,499 23,842 38,000

－ － － －

％ 2.7 2.7 3.1 4.9

④大会参加者　1人当たり経費 総経費 円 1,203 1,373 1,217 －

区負担 円 1,203 1,373 1,217 －

千円 18,032 20,155 21,199 －

人 1.00 1.00 1.00 －

千円 6,725 8,000 8,000 －

千円 18,295 20,420 21,199 －

千円 24,757 28,155 29,199 －

千円 0 0 192 －

千円 0 0 0 －

千円 24,757 28,155 29,007 －

343
スポーツ活動を支
援する

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

①区民大会の参加をさらに向上
させるために広報活動の充実を
図る必要がある。

事
業
係

②

③大会参加率

①事　業　費

②職　員　数 Ｂ Ｂ Ａ ＣＢ Ａ Ａ Ｂ

日頃の成果を発揮
する場として、区
民体育大会に多く
の人が参加してい
る状態

指
標

①大会参加者数（総合開会式を除く）

経
費

343

3
スポーツ大会の実
施事業

財
源

Ｂ Ａ

⑤総　経　費（①＋③）

Ａ Ｃ

①平成20年度は継続して中村南
スポーツ交流センターの建設工
事を進める。(平成20年10月末
竣工予定）
②平成21年1月の開館を目指し
準備を進める。

①事　業　費

②職　員　数

施
設
計
画
主
査

Ａ Ｂ Ｂ Ａ

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

2
スポ ツ施設の建
設計画事業

区民誰もが、近隣
のスポーツ施設の
利用機会がある状
態

経
費

スポーツ活動を支
援する

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）
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【教育委員会 生涯学習部 スポーツ振興課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

人 20,528 21,007 20,116 22,600

件 72 73 72 73

件 34 32 31 51

④スポーツ教室・スポーツ事業参加者　1人当たり経費 総経費 円 1,430 1,571 1,808 －

区負担 円 1,250 1,286 1,343 －

千円 16,238 17,808 18,200 －

人 1.80 1.90 1.90 －

千円 13,125 15,200 15,200 －

千円 17,146 18,903 18,200 －

千円 29,363 33,008 33,400 －

千円 874 860 1,381 －

千円 2,833 5,122 5,020 －

千円 25,656 27,026 26,999 －

件 73 70 252 250
①指導者、団体との諸会議、研修、講習会
での指導・助言件数スポ ツを行う者

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ

①スポーツ教室（70教室）・事業（2事業）
の参加者数（延べ人数）

Ｂ Ｂ Ｃ
①教室参加者の増員を図るため
教室の内容等魅力あるものにす
る努力が必要である。

事
業
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

②スポーツ教室・スポーツ事業の実施数

③参加率が70％以上の教室・事業数（柔道・ファ
ミリースポーツ・ワンポイント水泳・スポーツふ
れあい広場を除く62教室・1事業が対象）

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

4
スポーツ教室およ
びスポーツ事業

充実したスポーツ
教室を行うことに
より、参加者がス
ポーツの楽しさや
ルール・技術を体
験しながら習得
し、仲間作りをす
るなど、その後の
自主的な活動につ
ながっている状態

指
標

経
費

343
スポーツ活動を支
援する

件 430 340 150 400

件 460 422 873 820

④相談１件当りの経費 総経費 円 8,695 9,479 4,582 －

区負担 円 8,695 9,479 4,582 －

千円 0 0 0 －

人 0.50 0.50 0.50 －

千円 4,000 4,000 4,000 －

千円 0 0 0 －

千円 4,000 4,000 4,000 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 4,000 4,000 4,000 －

人 35,641 51,570 78,160 93,500

件 169 157 144 220

人 1,537 2,320 2,658 6,000

④参加者１人当りの経費 総経費 円 228 191 130 －

区負担 円 228 191 130 －

千円 4,123 5,827 6,182 －

人 0.50 0.50 0.50 －

千円 4,000 4,000 4,000 －

千円 4,092 5,900 8,611 －

千円 8,123 9,827 10,182 －⑤総　経　費（①＋③）

⑥

Ａ

①総合型地域スポーツクラブ（各ＳＳＣ）
主催事業参加者数

Ａ Ａ Ｃ

①中村南ｽﾎﾟｰﾂ交流センターの
開設にあわせて、7番目のＳＳ
Ｃを設立する。
②ジュニアスポーツ・アクショ
ンプラン事業については、21年
度に完全会員制クラブ化を目指
す。

振
興
係

Ａ Ａ Ｂ Ｂ

②総合型地域スポーツクラブ（各ＳＳＣ）
が実施した事業数
③総合型地域スポーツクラブ（各ＳＳＣ）
会員数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

6
総合型地域スポー
ツクラブ（SSC）
の育成事業

平成21年1月開館
予定の中村南ス
ポーツ交流セン
ターを含め、区立
体育館7館を拠点
に、各ＳＳＣが地
域のスポーツ活動
を活性化し、地域
のスポーツ環境を
豊かにしていく活
動が多くの区民の
参画により行われ

指
標

経
費

343
スポーツ活動を支
援する

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｃ

での指導 助言件数

Ａ Ａ Ｃ

①スポーツと健康づくり、高齢
者介護、関係所管との事務レベ
ルでの情報交換や連携･協力の
必要性が高まり、総合的なス
ポーツ振興行政の取り組みが必
要である。

振
興
係

Ａ Ａ Ｃ Ｂ

②スポーツのインターン、実習、放送大学
の体育履修についての助言・指導件数
③窓口、電話、メール等による相談、およ
び、職員等からの相談についての助言件数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

5
スポーツの専門的
技術的事項の助言
指導事務

スポーツを行う者
やスポーツに関係
する様々な課題に
ついての質問や問
い合わせに応える
ための助言･指導
体制を確保し、ス
ポーツ指導者やス
ポーツ団体の行う
講習会、研修会等
での内容や講師の
照会などに必要な
助言･指導を行う
支援体制が整備さ
れている状態

指
標

経
費

343
スポーツ活動を支
援する

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 8,123 9,827 10,182 －

財
源

⑥利　用 者 負 担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

参画により行われ
ている状態

343
援する
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【教育委員会 生涯学習部 スポーツ振興課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

日 16 14 14 14

人 55 41 35 60

人 660 700 695 750

④講習会参加者一人当たりの経費 総経費 円 123,873 165,463 193,886 －

区負担 円 123,873 165,463 193,886 －

千円 413 384 386 －

人 0.80 0.80 0.80 －

千円 6,400 6,400 6,400 －

千円 414 414 422 －

千円 6,813 6,784 6,786 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 6,813 6,784 6,786 －

日 120 96 111 140

人 7,029 5,547 8,434 12,000

人 59 58 76 85

④事業参 経費

①各種イベントの実施

②イベント事業参加者数

③１日あたりのイベント事業参加者数

8
地域スポーツ振興

指
標

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ｂ

①講習会実施日数

Ｂ Ａ Ｃ

①スポーツリーダー養成講習会
に体育指導員、ＳＳＣが主体的
に係わることについては、今後
の検討課題になる。

振
興
係

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ

②講習会参加者数

③スポーツリーダー登録者数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

7
スポーツ団体の育
成および指導者育
成事業

毎年目標としてい
る人数のスポーツ
リーダーを育成
し、活発に行動し
ている状態

指
標

経
費

343
スポーツ活動を支
援する

④事業参加１人当たりの経費 総経費 円 2,331 2,835 1,892 －

区負担 円 2,331 2,835 1,892 －

千円 4,383 3,727 3,963 －

人 1.50 1.50 1.50 －

千円 12,000 12,000 12,000 －

千円 4,609 4,251 4,589 －

千円 16,383 15,727 15,963 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 16,383 15,727 15,963 －

日 173 345 346 346

人 81,301 155,790 162,471 183,034

人 470 452 470 529

④利用者1人当たりの経費 総経費 円 2,648 1,158 1,053 －

区負担 円 2,449 977 879 －

千円 360,845 117,688 105,089 －

人 10.00 10.00 9.00 －

千円 72,000 72,000 67,000 －

千円 399,724 123,654 112,837 －

千円 432,845 189,688 172,089 －

千円 16,234 28,226 28,282 －

千円 0 0 0 －

千円 416,611 161,462 143,807 －

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ

①年間開館日数

Ｂ Ａ Ｃ

①指定管理者制度を導入して平
成21年1月に開館する中村南ス
ポーツ交流センターの管理運営
業務を検証しながら、指定管理
者制度の適用について検討す
る。

総
合
体
育
館

Ａ Ｂ Ｃ Ａ

②年間利用者数

③1日当たりの利用者数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

9
総合体育館の維持
管理事務

各種競技スポーツ
等の大会が開催さ
れ、かつ多くの区
民が体育施設を利
用してスポーツを
楽しんでいる状態

指
標

経
費

343
スポーツ活動を支
援する

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＡＡ Ａ Ｃ

①段階的にさらにスポーツ振興
事業の委託化をすすめ、平成22
年度に全面的委託移行を目指
す。

振
興
係

Ａ Ａ Ｂ Ｂ

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

8
地域スポ ツ振興
事業

区民が日常生活の
中でスポーツを気
軽に楽しみ、生き
生きとしている状
態

経
費

343
スポーツ活動を支
援する
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【教育委員会 生涯学習部 スポーツ振興課】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

〔目　標〕

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価

日 358 357 360 359

人 331,499 351,048 325,966 436,185

人 925.9 983 905 1,215

④利用者1人当たりの経費 総経費 円 464 487 548 －

区負担 円 344 353 371 －

千円 106,877 171,100 273,094 －

人 6.00 0.00 0.00 －

千円 48,000 0 0 －

千円 111,510 176,955 287,412 －

千円 154,877 171,100 273,094 －

千円 39,799 47,071 57,792 －

千円 0 0 0 －

千円 115,078 124,029 215,302 －

日 1,718 1,728 1,723 2,072

人 1,075,192 1,054,013 1,007,438 1,318,000

人/日 625.8 610.0 584.7 636

④ 者 経費

343
スポーツ活動を支
援する

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

10
運動場の維持管理
事務

多くの区民が運動
場を利用し、ス
ポーツを楽しんで
いる状態

指
標

経
費

Ｃ Ｂ Ａ Ｃ

①年間開場日数

Ｂ Ａ

②年間利用者数

③1日当たりの利用者数

①平成20年度中に指定管理者制
度の導入を検討する。

総
合
体
育
館

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ

11
地域体育館維持管

指
標

①年間開館延べ日数

②年間延べ利用者数

③１日当たりの利用者数
①上石神井体育館および平和台

④利用者１人当たりの経費 総経費 円 797 650 865 －

区負担 円 672 517 731 －

千円 777,003 804,220 791,671 －

人 10.00 10.00 10.00 －

千円 80,000 80,000 80,000 －

千円 844,162 831,614 810,273 －

千円 857,003 884,220 871,671 －

千円 134,217 140,222 135,167 －

千円 0 0 0 －

千円 722,786 743,998 736,504 －

スポーツ活動を支
援する

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

11
地域体育館維持管
理事務

多くの区民が体育
館を利用し、ス
ポーツを楽しんで
いる状態

経
費

343

Ｂ Ａ ＣＢ Ｂ

①事　業　費

①上石神井体育館および平和台
体育館の改修工事を行い、快適
で安全安心な運動の場を提供す
る。
②中村南スポーツ交流センター
に指定管理者制度を導入し、民
間活力とノウハウを活用し、よ
り効率的で区民に身近な施設運
営を行う。

光
が
丘
体
育
館

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ Ｂ
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成果 効率性 必要性 総合評価 取組状況 方向性 委託化 民営化

1

Ｃ 0 0 －

Ｂ 8 2 0

4

911 3 0 2

8 1

分類

Ａ 3 9

評　価

－ 0 1

－ － 0 －Ｄ － － －

－ － 0 －Ｅ － － －

－ － 0 －Ｆ － － －

平成２０年度　事務事業評価　課別総括表 【教育委員会 生涯学習部 スポーツ振興課】

－

－

－

10

0

改革・改善案

7 9
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【教育委員会 生涯学習部 光が丘図書館】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

日 2,362 2,391 2,386 2,710

ー ー ー ー

回 1,526 1,200 1,222 2,350

④貸出回数１回当たりの平均維持管理経費 総経費 円 2,021 2,539 2,504 －

区負担 円 1,316 1,698 1,637 －

千円 83 47 60 －

人 1.00 1.00 1.00 －

千円 3,000 3,000 3,000 －

千円 83 47 76 －

千円 3,083 3,047 3,060 －

千円 1,075 1,009 1,059 －

千円 0 0 0 －

千円 2,008 2,038 2,001 －

日 3,243 3,273 3,265 3,637

ー ー ー ー

千人 1836.4 2053.5 2185.4 2,121

④貸 者 維持管 経費

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

2
図書館の維持管理

指
標

①年間延べ開館日数

②

③年間延べ貸出者数（来館者数の近似値）

341

管

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

1
図書館施設貸出管
理事務

会議室等の利用率
が高い状態

指
標

経
費

生涯学習活動を支
援する

Ａ Ｂ Ｃ

①年間延べ開館日数

Ｂ Ｂ

②

③年間延べ貸出回数

①事　業　費
①引き続き「図書館利用あんな
い」などでＰＲを強化する。

管
理
係
（

ほ
か
1
0
館
）⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ Ｂ

④貸出者１人当りの平均維持管理経費 総経費 円 246 218 195 －

区負担 円 246 218 195 －

千円 411,949 399,242 378,226 －

人 5.00 6.00 6.00 －

千円 40,000 48,000 48,000 －

千円 412,240 380,965 386,463 －

千円 451,949 447,242 426,226 －

千円 439 453 461 －

千円 0 0 0 －

千円 451,510 446,789 425,765 －

冊 5,436,707 5,843,219 6,015,119 6,363,000

件 6,103,669 5,583,357 7,355,248 7,100,000

冊 7.9 8.6 8.7 8.4

④端末1台当たりの維持管理費 総経費 円 526 498 400 －

区負担 円 526 498 400 －

千円 91,736 90,012 73,461 －

人 3.00 3.00 3.00 －

千円 24,000 24,000 24,000 －

千円 91,850 91,349 75,560 －

千円 115,736 114,012 97,461 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 115,736 114,012 97,461 －

2
図書館の維持管理
事務

利用者が繰り返し
足を運びたくなる
ような、快適な図
書館施設が保たれ
た状態

経
費

読書活動を推進す
る

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ｂ Ｂ ＣＡ Ｂ

①利用に支障なく、また、環境
の負荷にも配慮した温度管理に
努める。
②建物・機器の保守等、安全に
必要な措置を講じる。

管
理
係
（

ほ
か
1
0
館
）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ Ｂ

Ａ

342

3
図書館電算システ
ム維持管理事務

利用者にとって使
いやすく、安定し
た稼動が保証さ
れ、障害が起こり
にくいシステムを
構築するととも
に、障害発生時に
は、速やかに復旧
できる体制を確保
することにより、
区民の図書館利用
が増加している状
態

指
標

⑤総　経　費（①＋③）

経
費

Ａ Ａ Ａ

⑧区　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

①平成20年1月から稼動した新
システムについて、維持管理を
行っていく。
さらに、適宜利用者サービスの
充実を図っていく。

電
算
シ
ス
テ
ム
係

②図書館ホームページ所蔵資料検索画面ア
クセス件数

③区民一人あたりの年間貸出冊数

①事　業　費

②職　員　数 Ａ Ｂ Ｃ

①年間貸出冊数（個人貸出）

Ｃ

342
読書活動を推進す
る

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担
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【教育委員会 生涯学習部 光が丘図書館】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

人 251,023 246,634 245,424 280,000

件 1,286,078 1,421,605 1,530,393 2,000,000

％ 66.5 69.3 70.4 80.0

④予約受付件数1件当たりの資料デー
タ管理経費

総経費 円 11 9 9 －

区負担 円 11 9 9 －

千円 5,666 5,461 5,928 －

人 1.00 1.00 1.00 －

千円 8,000 8,000 8,000 －

千円 6,739 6,100 5,997 －

千円 13,666 13,461 13,928 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 13,666 13,461 13,928 －

点 20,039 16,597 16,405 22,000

人 89 110 130 140

読書活動を推進す
る

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

4
図書館資料・デー
タ管理事務

利用者にとってわ
かりやすいデータ
の構築と整備がな
されている状態

指
標

経
費

342

Ｂ Ｂ Ｃ

①利用登録者（個人)

Ｂ Ａ

②年間予約件数（個人）

③インターネット予約の割合

①事　業　費

①図書資料データならびにＣＤ
書誌データの作成委託は今後も
継続していく。
②インターネットによる資料検
索について、検索項目の増、複
合検索(And,Or,Not)機能の追加
など、引き続き利便性の向上を
目指す。

電
算
シ
ス
テ
ム
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ Ａ

指

①録音図書数＋点字図書数（ＤＡＩＳＹ図
書、市販テープ等を除く）
②音訳登録ボランティア数、対面朗読登録
ボランティア数

件 12,093 10,857 11,682 14,250

④視覚障害者用資料の貸出1回当たり
の事業経費

総経費 円 6,283 7,024 6,523 －

区負担 円 6,283 7,024 6,523 －

千円 7,973 8,263 8,197 －

人 11.00 11.00 11.00 －

千円 68,000 68,000 68,000 －

千円 9,069 9,966 9,415 －

千円 75,973 76,263 76,197 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 75,973 76,263 76,197 －

点 1,373,188 1,389,080 1,401,036 1,575,000

点 5,436,707 5,843,219 6,015,230 6,363,000

点 2.0 2.0 2.0 2.3

④貸出１点当たりの事業経費 総経費 円 261 235 219 －

区負担 円 261 235 219 －

千円 226,005 382,582 534,791 －

人 189.00 158.00 132.00 －

千円 1,192,000 989,000 781,000 －

千円 201,446 384,413 533,486 －

千円 1,418,005 1,371,582 1,315,791 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 1,418,005 1,371,582 1,315,791 －

5
視覚障害者サービ
ス事業

視覚障害者および
その他の障害者が
読みたい本を読む
ことができ、積極
的に図書館が利用
できる状態

指
標

経
費

251
地域で障害者を支
える基盤をつくる

Ｂ Ｂ

ボランティア数

③視覚障害者用資料の貸出件数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｃ

342
読書活動を推進す
る

①障害者関係部課、障害者団体
等との連携のなかで視覚障害者
サービス事業の周知をさらに強
化し、利用増を図っていく｡
②講習会を開催するなどして、
引き続きボランティアの質的・
量的充実を図っていく｡
③対面朗読、音訳図書、および
布の絵本の作製等へのボラン
ティアのさらなる活用を検討す
る。

障
害
者
サ
ー

ビ
ス
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

③区民１人当たり蔵書数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

6 図書館一般事業
利用者が読みたい
資料を読みたいと
きに簡便かつ速や
かに入手し、読書
活動を行っている
状態

指
標

経
費

Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｃ

①蔵書数

Ｂ Ａ

②貸出点数（個人貸出）

①全館の業務委託をふまえ、事
務処理等運営面の見直しをおこ
なう。

事
業
係
（

ほ
か
1
0
館

)⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ
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【教育委員会 生涯学習部 光が丘図書館】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

回 923 731 740 750

ー ー ー ー

人 18,675 16,094 14,653 19,000

④参加者１人当たり経費 総経費 円 3,352 3,063 3,359 －

区負担 円 3,352 3,063 3,359 －

千円 246 304 214 －

人 8.00 8.00 8.00 －

千円 49,000 49,000 49,000 －

千円 223 1,059 1,059 －

千円 49,246 49,304 49,214 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 49,246 49,304 49,214 －

人 21 34 38 50

ー ー ー ー

人 74 436 614 1,100

④貸 者 経費

342
読書活動を推進す
る

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

7
子どもサービス事
業

子どもが読書活動
に興味・関心をも
ち、読みたい資料
を読みたいときに
簡便かつ速やかに
入手し、読書活動
を行っている状
態、また読み聞か
せやブックトーク
等の読書に親しむ
機会と担い手が整
備されている状態

指
標

経
費

Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ

①児童サービス事業の実施回数

Ｂ Ｂ

②

③児童関係集会行事、事業参加人数

①各種行事を企画実施する。
②子ども向けホームページを作
成・充実する。
③子ども読書活動支援センター
事業の既定・新規取組の整理・
体系化と準備（実施計画等）を
行う。

子
ど
も
サ
ー

ビ
ス
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ

8
障害者サービス事

指
標

①登録者数

②

③延貸出人数

④貸出者１人当たり経費 総経費 円 11,108 2,151 1,528 －

区負担 円 11,108 2,151 1,528 －

千円 22 138 138 －

人 0.10 0.10 0.10 －

千円 800 800 800 －

千円 708 940 209 －

千円 822 938 938 －

千円 0 0 0 －

千円 0 0 0 －

千円 822 938 938 －

回 － 18 21 22

ー ー ー ー

人 － 2,103 2,481 2,500

④参加者１人当たり経費 総経費 円 － 8,360 6,744 －

区負担 円 － 8,360 6,744 －

千円 － 1,583 733 －

人 － 2.00 2.00 －

千円 － 16,000 16,000 －

千円 － 1,975 1,783 －

千円 － 17,583 16,733 －

千円 － 0 0 －

千円 － 0 0 －

千円 － 17,583 16,733 －

読書活動を推進す
る

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

8
障害者サ ビス事
業

対象となる区民が
利用の登録をし、
資料の貸出を多く
受けている状態

経
費

342

Ａ Ａ ＣＢ Ａ

①事　業　費
①引き続き各館でのＰＲに努
め、利用登録者数増を図る。

障
害
者
サ
ー

ビ
ス
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ Ｂ

9 読書啓発事業

子どもが読書活動
に興味・関心をも
ち、読みたい資料
を読みたいときに
簡便かつ速やかに
入手し、読書活動
を行っている状
態、また読み聞か
せやブックトーク
等の読書に親しむ
機会と担い手が整
備されている状態

指
標

経
費

342
読書活動を推進す
る

①本の探検ラリーの実施回数

Ａ Ｂ

②

③事業参加人数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｃ
①読書啓発イベント「本の探検
ラリー」の実施規模を拡充し、
事業参加者数を増やす。

子
ど
も
サ
ー

ビ
ス
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担
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【教育委員会 生涯学習部 光が丘図書館】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

回 － 341 361 400

ー ー ー ー

人 － 2,854 3,818 5,700

④参加者１人当たり経費 総経費 円 － 9,015 6,587 －

区負担 円 － 9,015 6,587 －

千円 － 6,729 6,152 －

人 － 3.00 3.00 －

千円 － 19,000 19,000 －

千円 － 10,052 10,566 －

千円 － 25,729 25,152 －

千円 － 0 0 －

千円 － 0 0 －

千円 － 25,729 25,152 －

回 － 15 16 18

ー ー ー ー

人 － 190 333 370

④参 者 経費

①講習会の実施回数 子
ど
も
サ
ー

②

③事業参加人数

①ブックスタートの実施回数

Ｂ Ｂ

③事業参加人数

11
ボランティア育成

①子どもが読書活動
に興味・関心をも
ち、読みたい資料を
読みた ときに簡便

指
標

①ブックスタートの利用規模を
拡大し、事業参加人数を増や
す。

子
ど
も
サ
ー

ビ
ス
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

②

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

Ｃ

⑤総　経　費（①＋③）

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

10
ブックスタート事
業

子どもが読書活動
に興味・関心をも
ち、読みたい資料
を読みたいときに
簡便かつ速やかに
入手し、読書活動
を行っている状
態、また読み聞か
せやブックトーク
等の読書に親しむ
機会と担い手が整
備されている状態

指
標

経
費

342
読書活動を推進す
る

財
源

④参加者１人当たり経費 総経費 円 － 86,115 48,808 －

区負担 円 － 86,115 48,808 －

千円 － 362 253 －

人 － 2.00 2.00 －

千円 － 16,000 16,000 －

千円 － 496 336 －

千円 － 16,362 16,253 －

千円 － 0 0 －

千円 － 0 0 －

千円 － 16,362 16,253 －

回 － 1 1 1

ー ー ー ー

人 － 21 35 40

④参加者１人当たり経費 総経費 円 － 39,190 23,200 －

区負担 円 － 39,190 23,200 －

千円 － 23 12 －

人 － 0.10 0.10 －

千円 － 800 800 －

千円 － 48 24 －

千円 － 823 812 －

千円 － 0 0 －

千円 － 0 0 －

千円 － 823 812 －

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

ＢＢ Ａ Ｃ

①読み聞かせボランティアの育
成講習会を実施・充実する。読
み聞かせボランティア育成講座
修了者の活用策の検討を行う。
②布の絵本講習会、音訳講習
会、デイジー講習会を実施し、
ボランティアの拡大を図る。

ー

ビ
ス
係
・
障
害
者
サ
ー

ビ
ス
係

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

342
読書活動を推進す
る

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

⑤総　経　費（①＋③）

11
ボランティア育成
事業

読みたいときに簡便
かつ速やかに入手
し、読書活動を行っ
ている状態、また読
み聞かせやブック
トーク等の読書に親
しむ機会と担い手が
整備されている状態
②視覚障害者が読み
たい本を読むことが
でき、積極的に図書
館が利用できる状態

経
費

342
読書活動を推進す
る

③事業参加人数

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

12 学校等支援事業

子どもが読書活動
に興味・関心をも
ち、読みたい資料
を読みたいときに
簡便かつ速やかに
入手し、読書活動
を行っている状
態、また読み聞か
せやブックトーク
等の読書に親しむ
機会と担い手が整
備されている状態

指
標

経
費

Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ

①講習会の実施回数

Ｂ Ｂ

②

①学校教職員・児童関係施設職
員対象の講習会を充実する。

子
ど
も
サ
ー

ビ
ス
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ
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【教育委員会 生涯学習部 光が丘図書館】

事 務 事 業 名
〔現　状〕

上 位 施 策 名 17年度 18年度 19年度 成果
効率
性

必要
性

総合
評価

取組
状況

方向
性

委託
化

民営
化

平成20年度　事務事業評価　課別総括表（事務事業別）

課通し
番号

施策
番号

係名

２２年度

改革・改善案

内容

評　価
〔目　標〕

指   標   ・　経　費　・　財　源 単位
事務事業の
目指す状態

冊 － 1,082 840 1,000

ー ー ー ー

団体 － 22 19 22

④１助成団体当たり経費 総経費 円 － 413,045 474,842 －

区負担 円 － 413,045 474,842 －

千円 － 1,087 1,022 －

人 － 1.00 1.00 －

千円 － 8,000 8,000 －

千円 － 1,243 1,243 －

千円 － 9,087 9,022 －

千円 － 0 0 －

千円 － 0 0 －

千円 － 9,087 9,022 －

館 11 11 11 12

人 21,712 21,367 21,288 21,500

％ 27.5 26.7 26.3 29.0

342
読書活動を推進す
る

①事　業　費

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

13
地域読書活動支援
事業

子どもが読書活動
に興味・関心をも
ち、読みたい資料
を読みたいときに
簡便かつ速やかに
入手し、読書活動
を行っている状
態、また読み聞か
せやブックトーク
等の読書に親しむ
機会と担い手が整
備されている状態

指
標

経
費

Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ

①地域文庫への図書貸出数

Ｂ Ａ

②

③助成団体数

①引き続き地域文庫への助成
（図書の貸出）を維持継続す
る。

子
ど
も
サ
ー

ビ
ス
係

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ｂ

図書館の建設計画

指
標

①図書館数

②建設地域の登録者数

③建設地域の登録率(富士見台、南田中、高
野台 石神井町 下石神井）

④ 総経費 円 － － －

区負担 円 － － － －

千円 － 3,579 122,492 －

人 － 1.00 1.00 －

千円 － 800 800 －

千円 － 5,188 140,925 －

千円 － 4,379 123,292 －

千円 － － － －

千円 － － 43,200 －

千円 － 4,379 80,092 －

読書活動を支援す
る

②職　員　数

③人　件　費

④予　算　額（人件費除く）

14
図書館の建設計画
事業

利用者が読みたい
資料を読みたいと
きに簡便かつ速や
かに入手し、読書
活動を行っている
状態

標

経
費

342

Ａ Ａ ＣＡ Ａ

野台、石神井町、下石神井）

①事　業　費 ①平成20年度、継続して建設工
事を進め、工事完了。
②平成21年度開館。

施
設
計
画
主
査

⑤総　経　費（①＋③）

財
源

⑥利　用　者　負　担

⑦国 ・ 都　支　出　金　等

⑧区　負　担

Ａ Ａ Ａ
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成果 効率性 必要性 総合評価 取組状況 方向性 委託化 民営化

平成２０年度　事務事業評価　課別総括表 【教育委員会 生涯学習部 光が丘図書館】

－

－

－

14

0

改革・改善案

10 9

Ｆ － － － － － 0 －

Ｅ － － － － － 0 －

－

－ 0 0 1

Ｄ － － － －

分類

Ａ 4 7

評　価

0－

614 2 4 5

712 0

Ｃ 0 0 －

Ｂ 10 7 0
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